
令和元年度「宇治市子ども・子育て支援事業計画」

具体的施策評価シート

令和2年度第1回（7月28日開催) 

資料５－３ 



基本目標 １

「子どもの健やかな成長・発達への支援の充実」



基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・こども家庭相談

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

身近で多様な相談窓口の充実

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

18歳未満の子ども、またはその保護者を対象とした、専門相談員に
よる来所、または電話での相談を実施。令和元年度は、関係機関や
小中学校、街頭におけるチラシ配布を実施。

　令和元年度実績　　1,160件（平成30年度　1,060件）

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

子育てに関する相談窓口の一つとして実施している
が、今後も周知を図る取り組みが必要となるため。

宇治子育て情報誌、市政だよりのほか、令和元年度
と同様にチラシ等で継続的に周知を図っていく必要
がある。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

身近で多様な相談窓口の充実

・宇治青少年こころの電話
・心と学びのパートナーの学校への派遣

教育支援課 青少年・小学生・中学生

・宇治青少年こころの電話
　　午前9時から午後5時まで3交替制で計240日相談を実施。
　　（相談件数552件）
・心と学びのパートナー派遣事業
　　全6中学校に心理学専攻の大学院生等を派遣。
　　（対応延べ人数765人）

宇治青少年こころの電話を令和
元年度末で終了し、「ふれあい
教育相談」として小中学生とそ
の保護者を対象に電話及びメー
ルで相談しやすい体制にリ
ニューアルする。

評価 Ｂ

青少年や保護者が匿名でも相談しやすい環境を整備する
ことができたため。

相談事業を実施するとともに、より効果的な相談体制を
検討する必要がある。
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・こども家庭相談
・宇治市要保護児童対策地域協議会における
　関係機関等との情報共有及び連携

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

問題事象の早期発見・対応

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・18歳未満の子ども、またはその保護者を対象とした、こども家
　庭相談を実施。（実績 1,160件）
・要保護児童対策地域協議会代表者会議を年2回及び要保護児童対
  策地域協議会調整会議を年6回開催したほか、児童相談所と市
  関係課の実務者による支援内容の検討会議を年4回実施。

令和元年度と同様に実施す
るとともに、児童相談所と
市関係課の実務者による支
援内容、連携を充実。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

児童相談所と市関係課の実務者による支援内容の検
討会議を実施したが、情報共有及び連携をさらに強
化していく必要があるため。

問題事象の早期発見・対応

・学校教育指導主事による学校訪問
・生徒指導主任会議等による学校との情報共有及び連携

教育支援課

関係機関等との情報共有及び連携をさらに強化し、養育
などへの支援が必要な家庭への対応による児童虐待の未
然防止の取り組みを進める必要がある。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

小学生・中学生

・学校教育指導主事による相談対応、学校訪問
　　　相談件数　572件　　学校訪問　474回
・生徒指導主任会議、隣接中学校生徒指導連絡会等を開催

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

保護者・学校からの相談対応を行うとともに学校訪
問を行うことで問題事象の早期対応を行うことがで
きたため。

問題事象の低年齢化への対応の強化を図る必要があ
る。

－2－



基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

京都府保育協会主催の研修に保育士等が参加するとともに、障害児
保育指導員や保健推進課との連携により、職員の資質や専門性の向
上を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

時宜に適した研修内容を選択し、積極的に参加する
ことで、資質向上に努めているため。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

職員や教員の相談対応力の向上

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

保育経験年数の短い若手職員が多く、引き続き多様
な研修機会を設ける必要がある。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

職員や教員の相談対応力の向上

・研修による資質・専門性の向上

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

不登校児童生徒支援
　　支援員による小中学校の巡回訪問及び家庭訪問を実施。

　　27ケースを支援

評価 Ｂ

事業を通して、教員の相談対応力の向上を図ること
ができたため。

教員が気軽に相談できる体制の充実が必要である。

・不登校児童生徒支援事業
・保護者ふれあい学習会

教育支援課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

市政だよりに記事を掲載するなどの啓発を行い、対
象を市民に拡大しホンデリングプロジェクトを実施
したため。

引き続き他市の取り組み等を参考に本市の取り組み
内容についても検討していく必要がある。

総務課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・犯罪被害者等見舞金
　　令和元年度は遺族見舞金7件、傷害見舞金4件の支給を行った。
・犯罪被害者等支援の情報提供
　　京都府安心安全まちづくり推進課や関係団体等と連携し、犯罪
    被害者の支援施策の情報提供に努めた。
・ホンデリングプロジェクトの実施
　　犯罪被害者週間に合わせて、ホンデリングプロジェクトを実施
　　した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

被害に遭った子どもの心のケアの推進

・犯罪被害者等見舞金
・犯罪被害者等支援のための相談

評価 Ｂ

日常の保育の中で、子ども一人ひとりの心身の状態
の把握に努めているため。

地域の実情や保育所等の体制によって、柔軟な対応
が必要である。

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立保育所7園にそれぞれ家庭支援加配を配置し、各保育所での相
談に対応。また、虐待の相談には地域子育て支援基幹センター、児
童相談所と連携。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

被害に遭った子どもの心のケアの推進

・保育所等通所の子どもの心のケア
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・各学校においていじめアンケートを実施した。
・教育相談期間を設け、気軽にいじめ等の相談が出来る環境を整えた。
・市庁舎の懸垂幕や市立全小中学校でのぼりを掲示し啓発等を行った。

・各小中学校におけるいじ
　め防止対策の取り組み
　充実を図る。
・懸垂幕、のぼりによる啓
　発を引き続き実施する。

評価 Ｂ

いじめに対する児童生徒や教員の意識の向上が図れ
たため。

いじめ防止に係る具体的な取り組みの充実が必要で
ある。

・いじめアンケートの実施
・教育相談期間の設定
・いじめ防止月間を設定し、各学校における啓発等の取り組み

教育支援課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

いじめ防止対策の充実

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・スクールカウンセラーが扱った相談　　実件数　 　 668件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　延べ人数　3,882人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

心のケアや、カウンセリングが必要な児童生徒への
対応ができたため。

小学生が気軽に相談できる体制の検討が必要であ
る。

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どものための相談・支援体制の充実

被害に遭った子どもの心のケアの推進

・各中学校に配置されているスクールカウンセラーを活用した
　カウンセリング

教育支援課 小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度DVD貸出本数：74本
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

人権啓発視聴覚教材の貸出を行うことで、子どもの
健やかな成長を支援できているため。

市民に周知するため、今後も広報を継続していく必
要がある。

・人権啓発視聴覚教材の貸出

人権啓発課・生涯学習課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

市民啓発の推進

・人権強調月間(8月)の取り組み
　平和☆ひゅうまん夏フェスタ（1,300人参加）のほか、ＦＭうじ、
　懸垂幕、パネル展示、街頭啓発等の広報啓発を実施。
・人権週間（12月4日～10日）の取り組み
　ひゅうまんフェスタ（900人参加）のほか、ＦＭうじ、懸垂幕、
　パネル展示、街頭啓発等の広報啓発を実施。
・その他の取り組み
　身近に感じる人権講座（120人参加）のほか、情報紙「jinken」の配布、
　人権の花運動、啓発物品の配布、啓発教材の貸出、市政だよりによる広報・
　啓発、懸垂幕の掲示を実施。
・山城地区広域連携事業
　山城人権ネットワーク推進協議会を通じて広域連携・市民連携の啓発活動を
　実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響もあり参加者が一部
減っている活動もあるが、広く啓発活動を行うことがで
きたことにより、概ね効果的に実施できているため。

引き続き各事業におけるアンケート内容を分析し、
市民のニーズを的確に捉えるとともに、より人権啓
発効果の高い事業を検討していく必要がある。

・人権擁護委員や京都府、法務局と連携した各種人権啓発活動

人権啓発課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

市民啓発の推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・人権教育研修講座を実施。
・幼稚園、小・中学校の教職7年目・12年目の教職員全員を対象
　とし、33名が受講。
・各校からの人権教育に関する相談に担当指導主事より指導助言
　を実施。

宇治市人権教育・啓発推進計画に従い、人権問題についての理解を
深め、特に生命を尊重する人権教育のあり方と指導方法の研修を行
い、指導力の向上が図れた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

人権教育研修の実施や人権教育に関する指導助言に
より、教職員の人権に関する意識を高めることがで
きたため。

研修講座の内容について、人権問題の多様化や社会
情勢を踏まえ、検討していく必要がある。

・人権学習研修講座の実施・各校の人権教育に関する指導助言

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

関係機関職員等の研修の充実と意識向上

新規採用職員研修及び各階層別研修において、人権研修、男女共同
参画研修等を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

対象となる関係機関職員等に対して、人権等研修を
実施し、子どもを含めた人権を守るための理解が深
まったため。

特になし。

・職員の研修機会の充実により、子どもの人権を含めた基本的な人権を守
　るための理解を促進

人事課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

関係機関職員等の研修の充実と意識向上
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基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ
障害児への理解・啓発につなぐことができたため。

より効果的な記事について検討が必要である。

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市政だよりへの障害者理解に関する記事を掲載。
ヘルプカードの作成及び配布。
障害者週間記念事業実行委員会が行う啓発活動や啓発講座への
補助を実施。
・市民ギャラリー等での展示・販売活動…年7回

障害者週間記念事業実行委
員会が行う啓発活動や講座
への補助。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

ノーマライゼーションの普及・啓発の推進

・市政だより掲載による啓発
・障害者週間記念事業補助金

評価 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響もあり参加者が一部
減っている活動もあるが、広く啓発活動を行うことがで
きたことにより、概ね効果的に実施できているため。

引き続き各事業におけるアンケート内容を分析し、
市民のニーズを的確に捉えるとともに、より人権啓
発効果の高い事業を検討していく必要がある。

人権啓発課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・人権強調月間(8月)の取り組み
　平和☆ひゅうまん夏フェスタ（1,300人参加）のほか、ＦＭうじ、
　懸垂幕、パネル展示、街頭啓発等の広報啓発を実施。
・人権週間（12月4日～10日）の取り組み
　ひゅうまんフェスタ（900人参加）のほか、ＦＭうじ、懸垂幕、
　パネル展示、街頭啓発等の広報啓発を実施。
・その他の取り組み
　身近に感じる人権講座（120人参加）のほか、情報紙「jinken」の配布、
　人権の花運動、啓発物品の配布、啓発教材の貸出、市政だよりによる広報・
　啓発、懸垂幕の掲示を実施。
・山城地区広域連携事業
　山城人権ネットワーク推進協議会を通じて広域連携・市民連携の啓発活動を
　実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子どもの人権を大切にする取り組みの充実

子どもの人権に関する普及と啓発

ノーマライゼーションの普及・啓発の推進

・人権擁護委員や京都府、法務局と連携した各種人権啓発活動
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ａ
提言を踏まえ、効果的な幼稚園体制を図ったため。

効果的・効率的な幼稚園体制を維持する必要があ
る。

教育総務課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

検討委員会からの提言を踏まえ、今後ともよりよい就学前教育が提
供し続けられるよう、4園体制を見直し、令和2年度から3園体制に
再編を行った。

引き続き、幼稚園の適正規
模・適正配置について努め
る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教育・保育内容の充実

・幼稚園教育に関する計画の立案

評価 Ａ

専門職の専門的見地において保育内容を含めた指導
助言を実施できているため。

特になし。

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

必要に応じて、保健師、栄養士、障害児保育指導員等が各保育所等
にて指導助言を実施。

ニーズに沿った指導助言を
各保育所等にて実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教育・保育内容の充実

・各保育所等への指導助言

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

教育・保育要録の作成により情報交換が容易になっ
たため。

各保育士（保育教諭）が同じ規格で作成できるよ
う、今後研修をしていく必要がある。

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

小学校入学を控えた児童の状況などについて、小学校で円滑な受け
入れを行うために教育・保育要録の作成・送付、保育士（保育教
諭）と教員との交流により、連携を図ることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教員・保育士等の連携や情報交換

・保育士（保育教諭）・教員の連携・研修・情報交換

評価 Ｂ

計画訪問による公立幼稚園での就学前教育の実践内
容を確認するとともに、幼稚園教育要領による適切
な指導助言が実施できたため。

保護者ニーズを把握して、公立幼稚園教育の充実を
図る必要がある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

学校教育課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・公立幼稚園4園について、指導主事・学校教育指導主事による
　計画訪問を実施。
・公立幼稚園長会に学校教育指導主事が出席。

各園に対して、適切な指導助言をする事ができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教育・保育内容の充実

・公立幼稚園への指導助言
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・保育所（園）・認定こども園・幼稚園・小学校合同研修講座
　を実施。
・保育士、教員40名が受講。
・京都府山城教育局主催の「幼小接続カリキュラム実践交流会」
　への参加依頼。
保育所(園）・認定こども園・幼稚園と小学校との連携した指導
方法を研修することにより、幼児期の教育と児童期の教育の接続
のあり方の指導助言ができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

小学校・幼稚園教員、保育士などが一緒に研修する
ことで、相互に連携する必要性について確認するこ
とができたため。

保育士の参加を増やし、保育所（福祉）と小学校
（教育）の連携を図る必要がある。

・保育所（園）・認定こども園・幼稚園・小学校の連携についての指導助言

学校教育課 幼稚園児・小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教員・保育士等の連携や情報交換

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

小学校入学を控えた園児の状況などについて、小学校で円滑な受け
入れを行うために幼児指導要録の作成・送付、幼稚園教員と小学校
教員との交流により、連携を図ることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

幼・小の教員の連携により、小学校入学時の児童の
受入が円滑に行われているため。

幼・小の連携をさらに強化していく必要がある。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教員・保育士等の連携や情報交換

・教員の連携・研修・情報交換

学校教育課 幼稚園児

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

多くの教職員の参加により、指導力の向上を図るこ
とができたため。

学校現場がリアルタイムに必要とする研修内容の検
討及び働き方改革の視点での研修の精選。

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・一般研修（中堅教職員研修講座など）
　開催数 18回　受講者数 568人
・専門研修(小学校外国語活動研修講座など）
　開催数　3回　受講者数　61人
・情報教育研修　（ICT活用講座など）
　開催数　2回　受講者数　50人　　　　など
　教員の指導力向上が図れた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教員・保育士等の資質向上

・教職員研修講座

京都府保育協会主催の専門課題研修・人権擁護啓発研修等への保育
士等の参加や、民間保育所（園）・認定こども園の職員を対象とし
た宇治市キャリアアップ研修会の実施により、職員の資質や専門性
の向上を図ることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

時宜に適した研修内容を選択し、積極的に参加する
ことで、資質向上に努めているため。

研修参加時の保育所等における保育体制の確保が必
要である。

・保育協会主催の研修等へ参加

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

就学前教育（保育）の充実

教員・保育士等の資質向上
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市内全10中学校ブロックのラーニングコーディネーターを要とした
推進体制を基盤に、小中学校の教職員の協働による取り組みを通し
て、めざす子ども像や学力観などを共有し、系統的・継続的な指導
を進めることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

市内10の中学校ブロックにラーニングコーディネー
ターを配置して、小中一貫教育の円滑な実施ができ
たため。

特になし。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

学校教育の充実

小中一貫教育の推進

・小中一貫教育の推進

学校教育課 小学生・中学生

評価 Ｂ

保護者等へ本市の教育行政情報を周知することがで
きたため。

より広い市民に向けた情報提供が必要である。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・教育だよりを発行。(発行回数3回　発行部数18,500部／回）
・学校のホームページ更新を指導。

一貫教育の取り組み、幼稚園児及び小・中学生の活躍の様子、各幼
稚園・小・中学校の特色ある取り組みなどの情報を発信することが
できた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

学校教育の充実

家庭・地域との連携推進

・教育だより発行
・各校における情報発信への指導助言

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

事業により、多くの不登校児童生徒の状況が改善し
たため。

不登校児童生徒にかかる教室と支援事業をより一体
的に運営していく必要がある。

教育支援課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・不登校児童生徒自立支援教室　在籍児童生徒数　21人
　　改善状況　学校復帰　1人、部分登校　9人、好転　8人、
 　 変化なし　3人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

学校教育の充実

ひきこもりや不登校への支援

・不登校児童生徒自立支援教室
・不登校児童生徒支援事業

幼稚園・学校の管理運営に係る経費を適正に執行し、学校で使用す
る教材や図書の整備、学校給食の環境整備を行い、教育環境の充実
を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

各校における教材整備率や図書標準達成率が年々向
上しているため。

教材や図書の整備と併せて、保管に係るスペース確
保や書架等の整備が必要である。

・幼稚園・小・中学校の教材及び教具の整備
・学校図書館の図書整備
・学校給食の環境整備

学校教育課・学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

学校教育の充実

新しい教育環境の整備
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

緊急修繕をはじめ日常維持管理は、概ね迅速に対応
できたため。

学校施設改修等については、引き続き状況確認を踏
まえ、対応をしていく必要がある。

学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもたちが安全で安心して過ごすことのできる場所の確保のた
め、幼稚園・小・中学校における老朽化対応修繕、緊急修繕及び法
令等対応とともに、小・中学校におけるトイレ改修等を実施。
また、少子化や施設の老朽化等を踏まえた、今後の学校のあり方に
ついて検討を行い、引き続き学校施設長寿命化計画の策定に取り組
んでいく。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設、設備の整備・充実

・幼稚園・小・中学校施設の維持管理及び整備
・学校施設長寿命化計画の策定

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立保育所については、各園の老朽化の状況を踏まえて必要に応じ
て修繕等を実施。
民間保育所（園）・認定こども園19園に対して修繕費補助金を交
付。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

優先順位を見極めながら、必要に応じた維持管理を
実施できたため。

引き続き優先順位を見極めながら、維持管理に努め
る必要がある。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設、設備の整備・充実

・公立保育所施設の維持管理及び整備
・民間保育所等施設の整備に対する補助

保育支援課 0歳～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ
当初の目的に沿った活動が展開できているため。

個々への安全研修の実施、学校運営支援員の高齢化
が課題である。

教育総務課・学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

学校運営支援員として、幼稚園、小学校、中学校合計で延べ
12,300人が1日4時間以上の活動（来訪者確認、校園内巡視等）を
行った。
また、私立幼稚園における安全対策として運営支援員の配置に対し
て補助を実施した。

学校運営支援員の配置を含
め、学校園の安全対策の手
法について検討したうえで
実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

安全管理のための取り組み

・学校運営支援員の配置

評価 Ｂ

公立・民間とも支援員の配置を実施し、児童や保護
者の安全確保を図ることができたため。

支援員の活動を継続できる環境を、引き続きサポー
トする必要がある。

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立7園・民間19園で不審者の侵入を防ぐため、保育所等安全運営
支援員が来訪者の確認や巡視を行い、児童や保護者の安全確保を図
ることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

安全管理のための取り組み

・保育所等安全運営支援員等の配置

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

入所していない子と親等に保育所等を開放し、入所児童との交流を
通じて、育児についての相談や助言を行う機会を設けた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で特色ある取り組みができているため。

事業参加者の増加等に向け、さらなる取り組みを検
討する必要がある。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設の開放と有効活用及び放課後等の居場所づくり

・園庭開放等、子育て世帯への支援

保育支援課 0歳～就学前

評価 Ａ

防犯カメラの管理及び緊急通報システムの維持管理
等問題なく実施できたため。

特になし。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもたちが安全で安心して過ごすことのできる場所の確保のた
め、防犯カメラや緊急通報システムの維持管理を行った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

安全管理のための取り組み

・幼稚園・小・中学校施設の維持管理及び整備
・緊急通報システムの設置

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・西宇治中学校・地域開放型教室利用件数：
　　視聴覚室66件、音楽室190件、美術室76件、調理室0件、
　　図書室380人
・西宇治オープンフェスタ：
　　利用団体によるコーラスや楽器の演奏などを行った。

令和元年年度と同様に引き
続き実施予定。

評価 Ｂ

住民団体を中心とした利用があり、また、団体と中
学生の交流の機会にも寄与できているため。

利用団体数は減少傾向にあるため、新たな開拓が必
要である。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設の開放と有効活用及び放課後等の居場所づくり

・学校施設の地域開放

生涯学習課 妊婦～18歳未満

評価 Ｂ

計画の基本目標と施策の方向性に基づいた具体的施
策が、概ね効果的に実施できているため。

学校施設開放事業の周知を引き続き図っていく。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

教育総務課(生涯学習課) 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

学校施設の地域開放における利用実績
　小学校利用件数　体育館　　8,264件
　　　　　　　　　運動場　　4,092件
　　　　　　　　　教室　　　　 34件
　中学校利用件数　体育館　　3,809件
　　　　　　　　　運動場　　　783件
　　　　　　　　　教室　　　    1件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設の開放と有効活用及び放課後等の居場所づくり

・学校施設の地域開放

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

－18－



基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ
必要な支援を行うことができたため。

活動に携わる人の固定化が課題である。

教育支援課 青少年・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

団体の活動に対して必要な支援を行うことにより、各団体及び各地
域による様々な行事・イベントが実施された。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

青少年の健全育成の推進

家庭や地域への啓発

・青少年健全育成協議会・少年補導委員会・連合育友会への支援

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。

評価 Ｂ

ニーズがあると思われる学校ほど余裕教室等がない
ため。

教室運営の主体となる地域活動団体等への働きかけ
が必要である。

・放課後子ども教室支援事業

教育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

教育・保育の施設整備

施設の開放と有効活用及び放課後等の居場所づくり
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ
令和元年度も多くの団体・参加者を得たため。

引き続き多くの方に参加いただけるように呼びかけ
ていく必要がある。

生涯学習課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・青少年団体への呼び掛けにより、塔の島から天ケ瀬ダムを中心に、
　クリーン宇治運動を実施。
　令和元年11月24日15団体250人が参加。
・子ども会連絡協議会
　球技大会　152人が参加。新春子ども大会　48人が参加。
・子どもの読書活動推進事業
　「おはなし大好き！おはなし隊UJI♪」と称して、子どもが読書に興味を持つ
　ような3つのイベントを開催。（出張おはなし会・子ども読書に関する講座・
　おはなし親子クッキング）合計96人が参加。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

青少年の健全育成の推進

社会における教育

・青少年によるクリーン宇治運動
・子ども会連絡協議会に対する支援
・子どもの読書活動推進事業

評価 Ｂ

条例の周知徹底や社会環境の改善に向けた機運を高
めることができたため。

継続した働きかけが必要である。

教育支援課 青少年・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

「青少年の非行・被害防止全国強調月間」である7月に府青少年の
健全な育成に関する条例に基づき、京都府・宇治市・少年補導委員
による一斉立入調査を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

青少年の健全育成の推進

有害環境対策の推進

・少年補導委員による府一斉立入への協力

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

平成30年6月から妊婦面談事業として、母子健康手帳交付時に保健
師による面談を実施し、支援体制の強化を図った。
○母子健康手帳交付件数：1,194件（H31.4月～R2.3月)
○妊婦面談件数：1,222件（H31.4月～R2.3月)

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

窓口で、母子健康手帳についての説明を行い、地区
担当保健師の周知を図ることができたため。

母子健康手帳へ妊娠中の経過等の記載をしていない
など、活用できていない妊産婦がいるため、引き続
き妊婦面談事業を通じて啓発を行う。

・妊婦面談事業

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

母子健康手帳の交付・活用

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

団体の活動に対して必要な支援を行うとともに、青少年健全育成協
議会・連合育友会に対しては、市補助金を支出した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
必要な支援を行うことができたため。

活動に携わる人の固定化が課題である。

たくましく、心豊かに育つ環境づくり

青少年の健全育成の推進

民間団体等や地域との連携

・青少年健全育成協議会・少年補導委員会・連合育友会への支援

教育支援課 青少年・小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

妊婦やその夫を対象に、知識の普及啓発のみでなく参加者同士の交
流を促すことを目的とした教室形態で実施することができた。
○ハッピーマタニティクラス　参加者数： 78人
○赤ちゃんのお世話体験　　　参加者数：149人
○パパ出番ですよ　　　　 　 参加者数：235人
○クッキング　　　　        参加者数： 86人

令和元年度と同様に妊娠・
産後支援事業として、妊娠
期から子育て期に渡り切れ
目ないサポートを行い、不
安や困りごとの軽減・孤立
感の解消を図る。

評価 Ｂ

教室で交流時間を設けており、妊産婦仲間と出会う
機会を設けているため。

より多くの妊産婦が参加できるよう、講座回数や開
催日、定員等について検討する必要がある。

・妊娠・産後支援事業

保健推進課 妊婦、産婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

交流機会の拡充

評価 Ｂ

教室の開催により、父母ともに子育てをするという
意識の醸成及び家庭での健康づくりを促進すること
ができたため。

市民ニーズを踏まえた講座内容について、引き続き
検討し、より効果的な講座内容へ変更する必要があ
る。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

妊婦やその夫を対象に、健やかな妊娠生活を送ることができるよ
う、また安心して育児を行えるよう知識の普及啓発を目的とした講
座・相談等を実施。
○ハッピーマタニティクラス　参加者数： 78人
○赤ちゃんのお世話体験　　　参加者数：149人
○パパ出番ですよ　　　　 　 参加者数：235人
○クッキング　　　　        参加者数： 86人

令和元年度と同様に妊娠・
産後支援事業として、妊娠
期から子育て期に渡り切れ
目ないサポートを行い、不
安や困りごとの軽減・孤立
感の解消を図る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

マタニティ講座の充実

・妊娠・産後支援事業
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

親の育児不安の軽減と、子育て支援に関する必要な情報提供を行
い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供を実施。
○乳児家庭全戸訪問　訪問件数：363件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子育ての孤立化を防ぐとともに、適切な行政サービ
スの提供につなげることができたため。

関係機関との連携や、その他訪問事業との整理を検
討する必要がある。

・乳児家庭全戸訪問事業
・訪問指導

保健推進課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

個別訪問等による支援

評価 Ｂ

夫や祖父母等の家族が育児参加しやすいよう、媒体
の工夫が必要であるため。

夫や祖父母等が参加しやすいよう開催日や開催回
数、定員について、検討する必要がある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

妊婦やその夫を対象に、安心して育児を行えるよう知識の普及啓発
を目的とした講座・相談を実施。
○ハッピーマタニティクラス　参加者数： 78人
○赤ちゃんのお世話体験　　　参加者数：149人
○パパ出番ですよ　　　　 　 参加者数：235人
○クッキング　　　　        参加者数： 86人

夫婦で参加しやすいような
日程を設定し、妊娠期から
子育て期に渡り切れ目ない
サポートを行い、不安や困
りごとの軽減・孤立感の解
消を図る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

父親をはじめとした市民への啓発事業の推進

・妊娠・産後支援事業

－23－



基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

ファミリー･サポート･センター事業を継続して実施することによ
り、地域における育児の相互援助活動を推進した。

　　令和元年度実績　10件（平成30年度　62件）

令和元年度と同内容で実施
するとともに、事業のさら
なる周知・広報を図る。

評価 Ｂ
今後も周知を図る取り組みが必要であるため。

産前の妊婦の利用促進など、周知・広報をさらに図
る必要がある。

・ファミリー・サポート・センターにおける家事等支援

こども福祉課 妊婦～1歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

個別訪問等による支援

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

・個別訪問等による支援

産後ケア事業

保健推進課 妊産婦～４か月

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

妊娠期から申請ができるため、妊婦は産後の支援体制を具体的に考
えることができ、妊娠期から不安の軽減が図れた。また、事業の利
用により、産婦の心身の安定が図れた。
利用実人数　29人
○宿泊型　　　　　　　　利用実人数：11人（延べ 38日）
○訪問型（助産師）　　　利用実人数：13人（延べ 19日）
○訪問型（介護福祉士）　利用実人数：17人（延べ114日）
○日帰り型　　　　　　　利用実人数：11人（延べ 17日）

令和2年度より対象期間が産
後1年に延長されたことか
ら、更なる支援を行う。

評価 Ａ

支援が必要な方に利用を促すことができ、子育てに
対する負担感の軽減を図ることができたため。

妊婦面談等で支援が必要と感じた方への利用促進を
更に進める必要がある。
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

次年度以降実施内容

医療機関とは文書や電話等による連携を行い、支援が必要な妊産婦
には産後ケア等の事業に円滑につなぐことができた。
○ハイリスク妊婦訪問　訪問件数：50件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

効果的な保健指導の媒体等を工夫し、対象者が取り
組みやすい保健指導に努める必要がある。

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

妊婦やその夫を対象に、妊娠、出産及び育児に対する指導・助言を
実施。
○ハイリスク妊婦訪問　訪問件数：50件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

ハイリスク妊婦等への支援の充実

・妊娠・産後支援事業（妊婦訪問指導）

評価 Ｂ

支援が必要な妊婦については、必要時医療機関との
連携を行っているが、連携強化の体制については、
引き続き検討する必要があるため。

対象者の継続的な把握に努め、医療機関との連携の
あり方をさらに検討する必要がある。

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

ハイリスク妊婦への医療機関との連携による対応

・妊娠・産後支援事業（妊婦訪問指導）

評価 Ｂ

ハイリスク妊婦に対する妊娠期等への保健指導を実
施し、不安の軽減に努めることができたため。
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

医療機関との連携を実施しているが、連携強化に向
けた情報共有のあり方を引き続き検討する必要があ
るため。

児童虐待の早期発見や家庭支援に向けて、個人情報
保護の観点からの情報共有のあり方を引き続き検討
する必要がある。

保健推進課 妊婦、配偶者

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

妊婦やその夫を対象に、栄養の話をテーマ設定し講座・相談を実
施。
○ハッピーマタニティクラス　参加者数： 78人
○赤ちゃんのお世話体験　　　参加者数：149人
○パパ出番ですよ　　　　 　 参加者数：235人
○クッキング　　　　        参加者数： 86人

令和元年度と同様に妊娠・
産後支援事業として、妊娠
期から子育て期に渡り切れ
目ないサポートを行い、不
安や困りごとの軽減・孤立
感の解消を図る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

妊婦への食育の推進

・妊娠・産後支援事業

令和元年度成果・実績

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

ハイリスク妊婦への医療機関との連携による対応

評価 Ｂ

教室の開催等により、家庭での食育をはじめとする
健康づくりを促進することができたため。

栄養に関する低関心層への広報を検討する必要があ
る。

・医療機関との連携

こども福祉課 妊婦

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

次年度以降実施内容

虐待を受けている児童やその保護者の病状などの情報について、医
療機関と連携を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｃ
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

保健推進課 不妊治療を受けている夫婦

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

不妊治療の保険診療分、人工授精及び不育治療について助成を行っ
た。
○助成件数　355件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

不妊治療等への支援

・不妊治療等助成事業

母子健康手帳交付時に喫煙している妊婦向けにリーフレットを配布
し啓発した。また、妊婦やその夫を対象に教室内で受動喫煙に関す
るパンフレットを配布し啓発した。
○ハッピーマタニティクラス　参加者数： 78人
○赤ちゃんのお世話体験　　　参加者数：149人
○パパ出番ですよ　　　　　　参加者数：235人
○クッキング　　　　　　　　参加者数： 86人
○ハイリスク妊婦訪問　　　　訪問件数： 50件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

教室のテキスト及びリーフ・パンフレットの配布、
個別相談などにより、家庭でのタバコの害について
の啓発を行うことができたため。

より効果的な実施手法を検討する必要がある。

・妊娠・産後支援事業

保健推進課 妊婦、配偶者等

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

妊産婦等への支援

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ

対象者の経済的負担や少子化対策を図ることができ
たため。

京都府や医療機関と連携し、助成を継続していく必
要がある。

妊婦及び家庭や地域への喫煙対策
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

子どもの成長発達に合わせて実施することで、乳幼
児の健康保持・増進、親の育児支援を行うことがで
きたため。

核家族化の進行や、発達支援が必要な子の増加によ
り、育児不安となる親の相談件数が増えており、今
後も相談指導体制の整備等を図る必要がある。

専門職が適宜対応し、子の発達に合わせた相談及び教室を行うこと
で、子の健やかな成長を促した。
○乳幼児相談　開催数：61回　 相談者数：1,790人
○発達相談　　実人員：715人　相談件数：1,061件
○親子あそびの教室　開催数：1クール全10回を4クラス
　　　　　　　　　　　　　　1クール全11回を2クラス
　　　　　　　　　　処遇人数：77人
○幼児期後期フォロー教室　開催数：1クール全7回を4クラス
　　　　　　　　　　　　　　　　　月1回全10回を1クラス
　　　　　　　　　　　　　処遇人数：28人
○離乳食教室　開催数：11回　参加者数：180人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

健診後のフォローの充実

・乳幼児相談　　・発達相談
・親子あそびの教室　　・幼児期後期フォロー教室
・離乳食教室

乳幼児期の健康保持・増進を図った。健診は月3～4回、健やかセン
ターにて実施。（10か月児健診は宇治久世医師会へ委託）
【受診者数】
   3か月児：  973人  受診率：96.4％
  10か月児：1,160人  受診率：93.7％
1歳8か月児：1,184人　受診率：95.4％
     3歳児：1,237人　受診率：96.6％

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子どもの成長発達に合わせて実施することによっ
て、乳幼児の健康保持・増進、疾患の早期発見、親
の育児支援を行うことができたため。

核家族化の進行や、発達支援が必要な子の増加によ
り、育児不安となる親の相談件数が増えており、今
後も多様な個別相談に応じるよう体制整備を図る必
要がある。

・各種乳幼児健康診査

保健推進課 3か月～4歳

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保健推進課 0歳～就学前　　　

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

乳幼児健診の充実
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　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

親子で具体的な遊びを体験することで、子どもの発達を促した。ま
た、子どもとの関わりに自信を持つきっかけづくりを行った。発達
障害やその疑いのある幼児に対しては、専門職が指導を行い、障害
から生じる二次障害を予防した。
○親子あそびの教室　開催数：1クール全10回を4クラス
　　　　　　　　　　　　　　1クール全11回を2クラス
　　　　　　　　　　処遇人数：77人
○幼児期後期フォロー教室　開催数：1クール全7回を4クラス
　　　　　　　　　　　　　　　　　月1回全10回を1クラス
　　　　　　　　　　　　　処遇人数：28人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
発達支援が必要な子の利用ニーズの把握、分析に努
め、教室の運営方法を検討する必要がある。

次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

発育・発達を支援する教室の充実

法改正に適切に対応し、市民への周知を行うことに
より、市民の健康保持を図ることができたため。

2か月～概ね16歳

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

予防接種の推進

・各種予防接種事業の周知・啓発

保健推進課

予防接種法に基づく予防接種は、健やかセンターと協力医療機関で
実施し、法改正に対応して適切な疾病予防に努めた。また、各種乳
幼児健診時、市政だより、ホームページ、宇治子育て情報誌などで
幅広く広報することで、接種率の向上を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ
疾病の予防のためには、さらなる接種率の向上に努
める必要がある。

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

・親子あそびの教室
・幼児期後期フォロー教室

保健推進課

適切な親子関係を築いたり、幼児の発達段階に応じ
た、子の健やかな成長支援に努めることができたた
め。

1歳～就学前

令和元年度成果・実績
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　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

栄養士と保育士それぞれのアプローチの役割を明確
にできたため。

保護者からの食に関する相談への対応や助言、支援
を行う体制等について検討が必要である。

評価 Ｂ

0歳～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

各時期に必要な栄養に関する集団指導および個別指導を行い、食育
の推進を図った。健診は月3～4回、健やかセンターにて実施。（10
か月児健診は宇治久世医師会へ委託）
【受診者数】
   3か月児：　973人  受診率：96.4％
  10か月児：1,160人  受診率：93.7％
1歳8か月児：1,184人　受診率：95.4％
     3歳児：1,237人　受診率：96.6％
離乳食教室　開催数：11回　参加者数：180人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子どもの成長発達に合わせて実施することによっ
て、乳幼児の健康保持・増進、疾患の早期発見、親
の育児支援を行うことができたため。

保護者がわかりやすいような媒体の工夫を検討及び
離乳食の進行や幼児食への移行については個人差が
あるため、今後さらに個別指導の体制整備を図る必
要がある。

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

乳幼児への食育の推進

・保育所等給食における取り組み
・保護者啓発

保育支援課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・「楽しく食べて元気な子」を食育の目標として、5つの目指す
　子ども像を掲げ、給食指導やクッキング保育、食事マナーの教
　室を実施。
・毎日の給食展示や献立表の送付、啓発紙の発行など、保護者
　啓発を実施。

引き続き食育の目標を達成
できるように事業を継続す
るとともに、具体的な施策
を行う予定。

・各種乳幼児健康診査
・離乳食教室

保健推進課 3か月～4歳　　　　　　　　　

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

乳幼児への食育の推進
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　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

乳幼児への食育の推進

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

個別相談の充実

・乳幼児相談
・発達相談

保健推進課

市内10か所で開設している地域子育て支援拠点において、市から派
遣または各拠点が栄養士による相談会を複数回実施し、乳幼児期に
おける適切な栄養や食生活などの啓発を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

相談会の定期的な実施により、参加人数を確保し、
食育の推進を図ることができたため。

地域子育て支援拠点が各中学校区に1か所ずつ整備
できたため、より効果的な実施体制の検討が必要で
ある。

・地域子育て支援拠点における栄養士による相談

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

0歳～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

専門職が適宜対応し、子の発達に合わせた相談を行うことで、子の
健やかな成長を促した。
○乳幼児相談　開催数：61回　 相談者数：1,790人
○発達相談　　実人数：715人　相談件数：1,061件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

保健師、発達相談員や栄養士等の専門職が育児に不
安のある親等からの相談を受け、育児負担の軽減や
子育て支援を図ることができたため。

地域子育て支援センターと連携し、市民が気軽に利
用できるよう体制の充実に努める必要がある。
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　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

個別訪問の充実

・訪問指導

保健推進課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

各家庭に保健師等が訪問し、地域や家庭環境を把握し家族との人間
関係を築きながら、必要な個別指導を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

家庭訪問を行うことで、対象者の家庭環境が把握で
き、個々の対象がもつ課題に適切に対応できたた
め。

関係機関等との連携を図り実施していく必要があ
る。

0歳～就学前

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

評価 Ｂ

来庁者子育て支援コーナーにおいて子育て家庭の相
談ニーズに応えることができたため。

相談後のフォローのあり方や相談を必要とされてい
る方に適切に利用してもらえるよう周知・啓発の検
討が必要である。

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

専門相談員による「こども家庭相談」及び来庁者子育て支援コー
ナー、地域子育て支援拠点における子育て相談を実施。

令和元年度実績　こども家庭相談　　　　　　　 1,160件
　　　　　　　　地域子育て支援拠点10か所　　 1,644件
　　　　　　　　来庁者子育て支援コーナー　　 1,514件

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

乳幼児健診及びフォロー体制の推進

個別相談の充実

・こども家庭相談
・来庁者子育て支援コーナー
・地域子育て支援拠点の開設

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

医療機関等との連携の強化

定期的な会議、情報交換などによる連携

・乳幼児健康診査連絡会議
・予防接種検討会議

保健推進課 0歳～概ね16歳

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

妊婦～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

会議の開催により、乳幼児健診・予防接種に従事する医師と情報共
有することで、医療機関等との連携を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

法改正等に対応し、医師との情報交換・共有するこ
とができたため。

今後も継続して実施し、連携を図る必要がある。

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

医療機関等との連携の強化

保健所との連携

・母子保健会議

保健推進課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

フォローケースへの対応や事業実施を効果的に行うため、会議の開
催や連携を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

フォローケースへの対応や、不妊治療助成等の事業
について、連携をとることで効果的に実施すること
ができたため。

今後も継続して実施し、連携を図る必要がある。

　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

健康生きがい課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

（一社）宇治久世医師会・京都府宇治久世歯科医師会・宇治久世薬
剤師会並びに（公社）京都府歯科衛生士会の協力を得て、休日に内
科・小児科・歯科の応急医療を実施。
○内科小児科　受診者数：1,988人  診療日数：75日
○歯科　　　　受診者数：  635人　診療日数：76日

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

0歳～18歳未満

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

評価 Ｂ

休日、年末年始における急病の診療に適切に対応
し、市民の健康保持や適切な治療を図ることができ
たため。

今後も京都府や医療機関と協力・連携する必要があ
る。

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

医療機関等との連携の強化

夜間診療の充実

・関係機関との連携

健康生きがい課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

山城北医療圏内において、第2次救急医療体制の整備に要する経費
を補助し、休日（昼・夜）における初期医療を受けた救急患者搬送
の円滑化及び医療の確保を図るとともに、専用病床を2床確保なら
びに、休日における第2次救急医療体制を確立し、10病院へ補助を
実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

他自治体との広域的な連携により、第2次救急医療
体制を確保し、救急患者の適切な治療を図ることが
できたため。

今後も京都府や医療機関と協力・連携する必要があ
る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

・休日急病診療所

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

医療機関等との連携の強化

救急医療体制の充実

　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

就学前対応と小学校の連携

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

（一社）宇治久世医師会・京都府宇治久世歯科医師会・宇治久世薬
剤師会並びに（公社）京都府歯科衛生士会の協力を得て、休日に内
科・小児科・歯科の応急医療を実施。
○内科小児科　受診者数：1,988人  診療日数：75日
○歯科　　　　受診者数：  635人　診療日数：76日

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

休日、年末年始における急病の診療に適切に対応
し、市民の健康保持や適切な治療を図ることができ
たため。

今後も京都府や医療機関と協力・連携する必要があ
る。

健康生きがい課 0歳～18歳未満

Ｂ

意見交換等をすることで、連携体制確立の必要性を
確認できたため。

現状の課題に対処できる連携体制を検討する必要が
ある。

・養護教諭・保健師合同会議

保健推進課 0歳～概ね15歳

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

小・中学校の養護教諭と保健師が集まって、就学前就学後の課題等
の意見交換を実施。
○開催数：1回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

医療機関等との連携の強化

休日診療の運営

・休日急病診療所

妊娠期からの切れ目ない支援の推進

　　令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

学童期・思春期における保健対策の充実

就学前対応と小学校の連携

・幼稚園就園指導委員会

学校教育課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

就園指導委員会を開催し、入園希望者、進級児のうち特別な教育的
支援を必要とする幼児の発達課題及び指導の手立てや配慮事項等に
ついて協議を実施することにより、特別な教育的支援を必要とする
幼児とその保護者に丁寧な就園指導を進める事ができた。

就園支援委員会に名称変更
し、令和元年度と同様に引
き続き実施予定。

公立幼稚園入園希望者

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

評価 Ｂ
市民の健康保持・増進を図ることができたため。

関係団体と本市施策との連携を図り、健康づくり・
食育を推進していく必要がある。

健康生きがい課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・健康づくり推進プランと食育推進計画を一体化した「宇治市健
　康づくり・食育推進計画」を策定し、「健康長寿日本一」の実
　現に向けて、市民の健康づくりと食育の推進に関して協議・検
　討を実施。協議会開催回数　2回
・地域で健康づくりや食育の活動に取り組む個々の団体同士を結
　びつけ、交流を促進させることで地域での活動を活性化させる
　ことを目的とした「宇治市健康づくり・食育アライアンス　U-
　CHA」を発足させた。

U-CHAに加入する団体の活動
内容に係る情報発信を強化
したり、団体同士の交流を
加速させたりすることで、
地域での健康づくり・食育
活動をさらに活性化させて
いく。

評価 Ｂ

就園指導委員会により、公立幼稚園の入園希望者、
進級園児について、適切な就園指導を行うことがで
きたため。

配慮を必要とする幼児の増加に対して、必要となる
体制を確保する必要がある。

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

食育の推進

・宇治市健康づくり・食育推進計画の推進

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

市内10か所で開設した地域子育て支援拠点において、市から派遣ま
たは各拠点が栄養士による相談会を複数回実施し、学童期に望まし
い食生活などを身につけるための土台づくりとして、栄養や食生活
などの知識の啓発を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

相談会の定期的な実施により、参加人数を確保し、
食育の推進を図ることができたため。

・「楽しく食べて元気な子」を食育の目標として、5つの目指す
　子ども像を掲げ、給食指導やクッキング保育、食事マナーの教
　室を実施。
・毎日の給食展示や献立表の送付、啓発紙の発行など、保護者
　啓発を実施。

引き続き食育の目標を達成
できるように事業を継続す
るとともに、具体的な施策
を行う予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

食育の推進

・保育所等給食における取り組み
・保護者啓発

今後、地域子育て支援拠点の箇所数拡大に伴い、実
施体制の検討が必要である。

0歳～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

評価 Ｂ

栄養士と保育士それぞれのアプローチの役割を明確
にできたため。

保護者からの食に関する相談への対応や助言、支援
を行う体制等について検討が必要である。

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

食育の推進

・地域子育て支援拠点における栄養士による相談

こども福祉課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・小学校給食の献立において、食育献立や行事献立等を実施。
・中学校では弁当の持参を原則としているが、家庭の事情等で
　弁当を持参できない場合に、栄養バランスに配慮した弁当の
　注文が行えるよう、中学校昼食提供事業を実施。
・中学校給食の目標年度・実施方式などを定めた基本構想を策定。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
中学校給食については、施
設整備に向けた取り組みと
各校の配膳室検討を行う。

評価 Ｂ

小学校給食では、食育献立や行事献立等を実施でき
た。中学校昼食提供事業は、持参弁当を補完する役
割として、一定のニーズに応えられているため。

中学校昼食提供事業では、事業の定着に努めていく
とともに、利便性の向上を図る。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

食育の推進

・小学校給食献立における取り組み
・中学校昼食提供事業
・中学校給食基本構想策定事業

学校管理課 小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学校教育課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・小学校学習指導要領（体育編）・中学校学習指導要領（保健
　体育編）に則した性教育の実施にかかる指導助言を実施。
・年間指導計画に基づき、すべての小中学校において性教育を
　実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

市内の全小・中学校で学習指導要領に則した授業を
実施することができたため。

特になし。

学童期・思春期における保健対策の充実

性教育の推進

・各校の性に関する教育の充実に向けての指導助言

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

評価 Ｂ

市立全小中学校において教室を実施することができ
たため。

全ての学校において、一学期中に実施する必要があ
る。

教育支援課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・市立全小中学校において非行防止教室を実施した。
・市立全小中学校において薬物乱用防止教室を実施した。
・各小中学校において学活、保健授業の時間を通じて薬物乱用防止
　対策の取り組みを実施している。

・引き続き全小中学校にお
　いて教室を実施する。
・専門家を講師に招くな
　ど、指導の充実を図る。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

薬物対策

・薬物乱用防止教室
・非行防止教室

・市立全小中学校において非行防止教室を実施した。
・市立全小中学校において薬物乱用防止教室を実施した。
・各小中学校において学活、保健授業の時間を通じて喫煙、飲酒対策の
　取り組みを実施している。

・引き続き全小中学校にお
　いて教室を実施する。
・専門家を講師に招くなど
　し、指導の充実を図る。

評価 Ｂ

市立全小中学校において教室を実施することができ
たため。

全ての学校において、一学期中に実施する必要があ
る。

青少年・小学生・中学生

令和元年度成果・実績

喫煙・飲酒対策

・薬物乱用防止教室
・非行防止教室

教育支援課

健やかなからだとこころの育ちへの支援

学童期・思春期における保健対策の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

有害広告等の防止

・少年補導委員の活動

教育支援課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

8月に府青少年の健全な育成に関する条例に基づき、各小学校区単
位で対象店舗に対し、社会環境浄化活動を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

条例の周知徹底や社会環境の改善に向けた機運を高
めることができたため。

継続した働きかけが必要である。

青少年・小学生・中学生

8月に府青少年の健全な育成に関する条例に基づき、各小学校区単
位で対象店舗に対し、社会環境浄化活動を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

条例の周知徹底や社会環境の改善に向けた活動がで
きたため。

継続した働きかけが必要である。

健やかなからだとこころの育ちへの支援

有害環境対策

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

青少年・小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

有害環境対策

有害図書などの販売についての自主規制

・少年補導委員の活動

教育支援課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

健診は月3～4回、健やかセンターで実施（10か月児健診は宇治久世
医師会へ委託）。健診受診者で朝食を欠食する方には、リーフを配
り手軽にとれる朝食の紹介を行った。また、親が乳児の食生活につ
いて知識を深め、自宅で安全に離乳食作りを実践できるよう促し
た。
【受診者数】
   3か月児：　973人　受診率：96.4％
  10か月児：1,160人　受診率：93.7％
1歳8か月児：1,184人　受診率：95.4％
     3歳児：1,237人　受診率：96.6％
離乳食教室　開催数：11回　参加者数：180人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子どもの成長発達に合わせて実施することで、乳幼
児の健康保持・増進、親の育児支援を行うことがで
きたため。

引き続き参加を促し、健康生きがい課と連携し、対
象者のニーズに合わせた内容をさらに検討する必要
がある。

評価 Ｃ

検診受診率が横ばいであること、講座等は、参加者
数が増加したが、総合的にみて利用率が低いため。

各種がん検診受診率は国目標に比して低い。健康づ
くり事業における子育て世代の参加者数が少ない。

健康生きがい課 妊婦～18歳未満

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

子育て期の親への支援

健康教室等の参加促進と内容の充実

・健康教育　　　・骨粗しょう症予防対策
・健康相談　　　・各種がん検診

健やかなからだとこころの育ちへの支援

子育て期の親への支援

健康教室等の参加促進と内容の充実

・各種乳幼児健康診査
・離乳食教室

保健推進課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

3か月～4歳

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・受診率向上に向け、乳がん・子宮頸がん検診は国制度に基づき、検診
  無料クーポン券の配布、クーポン券対象者のうち未受診者へ受診再勧
　奨はがきの送付を実施。また、前年度成果が上がった国立がんセンター作成の
　素材を使った受診勧奨を令和元年度も実施した。受診勧奨に一定の効果はあっ
　たものの、全体的には乳がん・子宮がん検診ともに受診率は減少した。
・胃がん肺がん検診は、胃がん検診ＷＥＢ申込や商業施設での検診実施等の申込
・受診環境の整備を行い受診勧奨も行ったが受診率は微減した。
・教育事業・骨粗しょう症予防事業は、午前開催・保育付講座を継続した。相談
　事業は、イベントの中止等により大幅に減少した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

健やかなからだとこころの育ちへの支援

子育て期の親への支援

生活習慣改善のための指導

・乳幼児相談
・各種乳幼児健康診査

保健推進課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

2か月～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

特に乳児期の月齢に応じた支援の検討が必要である。

保健推進課 3か月～4歳

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

離乳食教室の実施や各種乳幼児健診において、栄養士の集団教育や
個別指導を実施した。
【受診者数】
   3か月児：　973人　受診率：96.4％
  10か月児：1,160人　受診率：93.7％
1歳8か月児：1,184人　受診率：95.4％
     3歳児：1,237人　受診率：96.6％
離乳食教室　開催数：11回　参加者数：180人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

健やかなからだとこころの育ちへの支援

子育て期の親への支援

食育の推進

・各種乳幼児健康診査
・離乳食教室

各種健診の調査票にて保護者の健康状態を把握し、必要に応じ、保
健指導を実施した。健診は月3～4回、健やかセンターにて実施し
た。（10か月児健診は宇治久世医師会へ委託）
【受診者数】
乳幼児相談：開催数：61回　相談者数：1,790人
   3か月児：　973人　受診率：96.4％
  10か月児：1,160人　受診率：93.7％
1歳8か月児：1,184人　受診率：95.4％
     3歳児：1,237人　受診率：96.6％

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子どもの成長発達に合わせて実施することで、乳幼児の
健康保持・増進、疾患の早期発見とともに親の生活習慣
改善のための指導を行うことができたため。

乳幼児の生活習慣は、親の生活習慣が大きく影響するこ
とから、正しい生活習慣を親自身が実践できるよう継続
して指導していく必要がある。

評価 Ｂ
教室の開催によって、家庭での適切な離乳食の実践や、
乳幼児健診における個別栄養相談により、食育の推進が
図れたため。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

－42－



基本目標 １

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・中学生・高校生を対象とした保育体験

こども福祉課

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

ともに育ち合う家庭づくり

次代を担う子どもへの啓発活動の推進

思春期、青年期への子育て・家庭に関する啓発

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援基幹センターにおける専門相談員による「こども家
庭相談」、来庁者子育て支援コーナー及び地域子育て支援拠点にお
ける子育て相談を実施。

令和元年度実績　こども家庭相談　　　　　　　 1,160件
　　　　　　　　地域子育て支援拠点10か所　　 1,644件
　　　　　　　　来庁者子育て支援コーナー　　 1,514件

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

評価 Ｂ

子育てに関する相談窓口の一つとして実施している
が、今後も周知を図る取り組みが必要となるため。

市民カレンダーや宇治子育て情報誌、市政だよりの
ほか、令和元年度と同様にLINEやチラシ等で継続的
に周知を図っていく必要がある。

健やかなからだとこころの育ちへの支援

子育て期の親への支援

メンタルケアの充実

・こども家庭相談
・地域子育て支援拠点の開設
・来庁者子育て支援コーナー

こども福祉課 妊婦～18歳未満

中学生～高校生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

中学・高校生の保育体験を市内保育所等にて実施。

令和元年度実績　　　8/5～8/7　14名参加

実施場所を地域子育て支援
拠点に変更し実施予定。

評価 Ｂ

生徒の主体的な参加により開催した。参加者のアン
ケートから、総じて貴重な体験ができたとの感想が
ある。

事業実施にあたっては関係団体の負担にならないよ
う、参加側と受入側の調整を行いながら開催時期等
の検討が必要である。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

中学・高校生の保育体験を市内保育所等にて実施。

令和元年度実績　　　8/5～8/7　14名参加

実施場所を地域子育て支援
拠点に変更し実施予定。

評価 Ｂ

生徒の主体的な参加により開催した。参加者のアン
ケートから、総じて貴重な体験ができたとの感想が
ある。

事業実施にあたっては関係団体の負担にならないよ
う、参加側と受入側の調整を行いながら開催時期等
の検討が必要である。

ともに育ち合う家庭づくり

次代を担う子どもへの啓発活動の推進

思春期、青年期に子どもにふれあう機会の充実

・中学生・高校生を対象とした保育体験

こども福祉課 中学生～高校生

評価 Ｃ

参加希望者がなく実施できなかったため。

中学生に子育て支援の重要性やボランティア活動に
参加する意義について啓発するよい機会のため、福
祉体験に関心を持ってもらえるよう周知等を含めて
事業の見直しを行う。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

中学生

中学生の福祉体験事業の受け入れを行い、中学生が乳幼児とふれあ
う場や、子育てサポーターと交流する場を年1回開催している。
が、令和元年度は、中学校内で参加希望者がなかったため、事業実
施できなかった。

中学生に子どもや子育てな
どに関心をもってもらえる
よう、事業実施に向けて受
け入れ準備を整える。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

ともに育ち合う家庭づくり

次代を担う子どもへの啓発活動の推進

思春期、青年期への子育て・家庭に関する啓発

・中学生の福祉体験事業

生涯学習センター

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

ともに育ち合う家庭づくり

家庭の子育て・教育力の強化

家庭教育の啓発

・地域懇談会での啓発などの取り組み

教育支援課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

6月下旬から7月上旬にかけて市内9中学校区（1校区は荒天のため中
止）で開催し、延べ600人の参加があった。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

小学生・中学生

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

・小学生の親のための講座「子どもを読書好きに！」（読書活動）
　をテーマに講座を開催。2回。延べ59人参加。
・思春期講座「スマホ世代の子どもたちとの関わり方」をテーマに
　講座を開催。2回。延べ63人参加。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

小学生の子を持つ親に家庭学習の支援につながる内
容となった。また思春期の子を持つ親に現在の子ど
もの心の様子や子どもの関わり方について学ぶよい
機会となったため。

・小学生の親のための講座
・思春期講座

生涯学習センター 小学生～高校生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

ともに育ち合う家庭づくり

家庭の子育て・教育力の強化

家庭での教育力を高める支援

評価 Ｂ

学校や、児童生徒の保護者、地域で活動するさまざ
まな人が交流することにより、より一層連携を深め
ることができたため。

保護者の参加率の低さが課題である。

受講者が受けやすい時間に講座を変更したことによ
り、課題が解決した。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

評価 Ａ

地域子育て支援拠点のひろばで子育て講座を開催
し、子育てに役立つ情報や育児力の増進を図ること
ができたため。

参加人数のさらなる増加に向けて、広報・周知への
取り組みが必要である。

ともに育ち合う家庭づくり

家庭の子育て・教育力の強化

家庭での教育力を高める支援

・学校・ＰＴＡ主催の子育て講座
・家庭科における学習

学校教育課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・小学校学習指導要領（家庭編）・中学校学習指導要領（技術・
　家庭編）に則した授業の実施について指導助言を実施。
・年間指導計画に基づき、すべての小・中学校において家庭生活と家族に
　関する教育を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ
市内の全小・中学校で学習指導要領に則した授業を
実施することができたため。

特になし。

ともに育ち合う家庭づくり

家庭の子育て・教育力の強化

小学生・中学生

各地域子育て支援拠点共通で、親子で取り組むことができる子育て
に役立つ製作や遊び方等を紹介する子育て講座「親子であそぼ
う！」を月1回実施するとともに、その他、各拠点独自の子育て講
座を随時実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

・地域子育て支援拠点における子育て講座

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

子育て講座などの開催

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

ともに育ち合う家庭づくり

家庭の子育て・教育力の強化

親同士の交流活動への参加促進と環境づくり

・宇治子育て情報誌による情報提供

こども福祉課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

宇治子育て情報誌を作成し、市内の公共施設等に配架又は乳児家庭
全戸訪問事業等で直接配布し、親同士の交流活動の場となる子育て
サークルやひろば等の子育て情報を提供。

　令和元年度発行実績　　15,000部（平成30年度　15,000部）

より見やすく、わかりやす
い情報誌を目指し、内容の
充実を図るとともに、未就
学児いる全ての家庭に配
布。

評価 Ａ

情報誌について、民間事業所や市民活動などの情報
を掲載し周知を図っているが、見やすさ、わかりや
すさに向けた見直しを進めたため。

未就学児のいる家庭等に必要な情報を届けるため、
さらなる誌面の充実が必要である。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

利用者拡大のために広報に努める。

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

相談を通じて、庁内関係課が連携し被害者及び同伴者の自立支援を
実施。
・女性のための相談　　　　　192件
・男性のための電話相談　　   27件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

ともに育ち合う家庭づくり

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の根絶と対応

ＤＶの根絶

・女性のための相談
・男性のための電話相談

妊婦～就学前

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

妊婦～18歳未満

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

ともに育ち合う家庭づくり

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の根絶と対応

ＤＶについての市民への啓発

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

女性に対する暴力の根絶に向け、広報・啓発、相談体制の充実、庁
内関係課との連携、情報の共有等に努めた。
・女性のための相談　192件・男性のための電話相談　27件
・宇治市ＤＶ対策ネットワーク会議　2回
・女性のための相談担当者ネットワーク会議　1回
・相談カードの設置　96箇所

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

広報・啓発に努め、さらに関係課との連携を図る。

・女性に対する暴力をなくす運動の取り組み
・相談カードの設置
・デートＤＶ啓発防止しおりの配布

男女共同参画課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・子どもへの虐待と女性に対する暴力の根絶に向けて、それぞれの
　活動のシンボルマークを合わせた「オレンジリボン・パープル
　リボンキャンペーン」を実施し、広報、啓発等に努めた。
・相談カードを96箇所に設置した。
・デートＤＶ防止に向けた啓発のためしおりを作成し、成人式
　の資料に同封して新成人に配布した。（3,000部作成)

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

広報・啓発に努める必要がある。

ともに育ち合う家庭づくり

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の根絶と対応

相談窓口の充実

・女性のための相談　　　　　　・女性のための相談担当者
・男性のための電話相談　　　　　ネットワーク会議開催による連携
・宇治市ＤＶ対策ネットワーク　・相談カードの設置
　会議開催による連携

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 １

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

ともに育ち合う家庭づくり

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の根絶と対応

ＤＶについての教育の充実

・中学生向け啓発冊子の配布

男女共同参画課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

授業等でのさらなる活用促進に努める必要がある。

中学生

男女共同参画ハンドブック<中学生編>を、市立中学校3年生全員と
担任教職員等に2,000部配付。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

子どもの健やかな成長・発達への支援の充実

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ２

「安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進」



基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

市内で開催される事業の情報を提供することができ
た。

学習機会の1つとして関連講座を開催していく。

・宇治子育て情報誌による情報提供
・多様な媒体を活用した子育て関連情報の提供

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

子育て支援サービスや市民活動の広報の充実

子育て支援サービスの情報提供

こども福祉課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・宇治子育て情報誌を15,000部作成し、市内の公共施設等
　に配架又は乳児家庭全戸訪問事業等で直接配布し、子育て情報
　を提供。
・各地域子育て支援拠点でのイベント等開催日程について、各
　拠点が月刊の機関誌を作成するとともに、カレンダー形式の
　チラシをホームページにて発信。
・平成29年度からＬＩＮＥによる子育て支援情報を発信。

情報誌について内容充実を
図るとともに、市ホーム
ページ等を活用して子育て
支援事業の開催日程の広
報・周知を図る。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ａ

情報誌について、内容充実のための見直しを図ると
ともに、多様な媒体を活用した情報提供に向けた取
り組みを進めたため。

子育て家庭への効果的な情報提供に向けて、情報誌
のみではなく、市ホームページ等を活用した多様な
情報提供について取り組みが必要である。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

子育て支援サービスや市民活動の広報の充実

情報メディア活用のための学習機会の提供

・生涯学習情報ＵＪＩの発行

生涯学習センター 妊婦～18歳未満  

・市内で行われる事業の情報を生涯学習という切り口で市民に
　提供し、新たな学習活動のきっかけとなることを目的として、
　生涯学習情報ＵＪＩを年4回、各2,500部発行。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

地域子育て支援基幹センターにて作成している宇治子育て情報誌に
て民間事業所や市民活動などの情報を掲載し、市内の公共施設等に
配架又は乳児家庭全戸訪問事業等で直接配布し、子育て情報を提
供。

　令和元年度発行実績　　15,000部（平成30年度　15,000部）

より見やすく、わかりやす
い情報誌をめざして、誌面
をフルカラー化し、内容の
充実を図るとともに、未就
学児いる全ての家庭に配
布。

評価 Ａ

情報誌について、民間事業所や市民活動などの情報
を掲載し周知を図っているが、見やすさ、わかりや
すさに向けた見直しが図れたため。

民間事業所や市民活動などの情報提供に向けて、さ
らなる誌面の充実が必要である。

・宇治子育て情報誌による情報提供

こども福祉課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

子育て支援サービスや市民活動の広報の充実

民間事業所や市民活動などの情報収集と広報への支援

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・こども家庭相談
・地域子育て支援拠点における子育て相談
・来庁者子育て支援コーナー

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

地域子育て支援拠点等における相談窓口の充実

専門相談員による「こども家庭相談」及び来庁者子育て支援コー
ナー、地域子育て支援拠点における子育て相談を実施。

令和元年度実績　こども家庭相談　　　　　　　 1,160件
　　　　　　　　地域子育て支援拠点10か所　　 1,644件
　　　　　　　　来庁者子育て支援コーナー　　 1,514件

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

評価 Ｂ

子育てに関する相談窓口の一つとして実施している
が、今後も周知を図る取り組みが必要となるため。

市民カレンダーや宇治子育て情報誌、市政だよりの
ほか、令和元年度と同様にLINEやチラシ等で継続的
に周知を図っていく必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

幼稚園、保育所、認定こども園等での子育て相談の充実

公立保育所7園にそれぞれ家庭支援加配を配置し、各保育所での相
談に対応。また、虐待の相談には地域子育て支援基幹センター、児
童相談所と連携。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

家庭支援加配が中心となって、それぞれの相談案件
に対応しているため。

地域の実情や保育所等の体制によって柔軟な対応が
必要である。

・保育所等での子育て相談

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

学校教育課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

各園における教育相談に対し、就園指導委員会や指導主事訪問等に
おいて、幼児教育の専門家等による、指導助言をすることができ
た。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

幼稚園、保育所、認定こども園等での子育て相談の充実

・各園の教育相談についての指導助言

評価 Ａ

公立幼稚園を通して、保護者の日々の子育てに関す
る悩みなどの相談に応じることができたため。

特になし。
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基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

幼稚園、保育所、認定こども園等での子育て相談の充実

・窓口での就園・就学に関する相談

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ

日々の窓口や電話による就園・就学相談について、
概ね迅速に対応できたため。

特になし。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

学校教育課 0歳～中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

窓口で就園・就学相談業務を行うと同時に、窓口に保護者向けのチ
ラシ等を幅広く配架。また、幼稚園のホームページや市民向けの広
報に努めた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

こども福祉課の専門相談員による「こども家庭相談」において、来
所や電話のみではなく宇治市ホームページや担当課のメールアドレ
スに寄せられた子育て相談に対応している。また、市役所1階市民
交流ロビーの「来庁者子育て支援コーナー」にて、保育士や専門相
談員による子育て支援全般に関する相談を実施した。

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

評価 Ｂ

子育てに関する相談窓口については、今後も周知を
図る取り組みが必要となるため。

市民ニーズに応じて、きめ細かい対応が必要になる
とともに、窓口のさらなる広報・啓発が必要であ
る。

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

多様な方法による相談事業の実施

・多様な媒体を活用した子育て相談への対応

こども福祉課 妊婦～18歳未満
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基本目標 ２

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・来庁者子育て支援コーナー

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての相談や適切な情報提供のための支援

身近な相談窓口の充実

利用者支援事業の実施

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

道路における歩道設置と安全確保

市役所1階市民交流ロビーにおいて、従来の来庁者の子どもの一時
預かりに加えて、子ども・子育て支援新制度における利用者支援事
業として、子育て支援全般に関する相談を実施する「来庁者子育て
支援コーナー」を開設。

　令和元年度実績　1,514件（相談）（平成30年度　1,508件）

令和元年度と同様に実施す
るとともに、計画に基づ
き、利用者支援事業のあり
方について検討を進める予
定。

評価 Ａ

宇治市子ども・子育て支援事業計画における確保方
策に基づき、市内1か所の利用者支援事業として実
施したため。

今後、計画に基づく事業実施について、地域子育て
支援拠点での実施などそのあり方について検討が必
要である。

ＪＲ新田駅前広場整備事業では東口駅前広場へのアクセス道路であ
る広野町176号線の拡幅整備が完成し、菟道志津川線道路整備事業
では道路拡幅用地の用地取得を行うなど、児童等の安全確保に取り
組んだ。

令和2年度は菟道志津川線
（大鳳寺踏切）の拡幅整備
に向けて、ＪＲ委託の協定
締結を予定。宇治五ケ庄線
は用地取得に向けて、用地
測量等に取り組む。

評価 Ｂ
令和元年度は、概ね予定どおり進捗が図れたため。

早期の用地取得。

・宇治五ケ庄線道路改良事業
・ＪＲ新田駅前広場整備事業
・莵道志津川線道路改良事業

道路建設課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

道路建設課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

大瀬戸熊小路線ほか2路線において、視覚障害者誘導用ブロックの
設置を行った。

新開三番割線において、視
覚障害者誘導用ブロックを
設置する。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

人にやさしい道路整備

・人にやさしい道づくり事業

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

交通バリアフリーの推進

評価 Ｂ
令和元年度は、予定どおり進捗が図れたため。

引き続き、人にやさしい安心して外出できるための
整備を検討する。

バリアフリー基本構想に基づき近鉄伊勢田駅のバリアフリー化工事
に対して支援を行った。

引き続き、駅及び周辺のバ
リアフリー化に努めるとと
もに、基本構想の見直しに
ついて検討を行う。

評価 Ｂ

基本構想に基づき、近鉄伊勢田駅のバリアフリー化
工事を進めることができたため。

事業着手など具体的に取り組みが進んでいない課題
について、引き続き関係機関と連携を図りながら取
り組んでいく必要がある。

・交通バリアフリー推進事業
（鉄道駅や周辺道路のバリアフリー化の推進）

交通政策課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

今年度も職員に対して体験研修を実施し、理解を深
めることができたため。

市民への積極的な情報発信や情報提供の手法を当事
者の方と一緒に考えていく必要がある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

交通政策課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市職員に対し、バリアフリー体験研修として車イス体験や白杖体験
を実施し、障害のある人をはじめ、高齢者等への理解を深めた。

策定した基本構想に基づ
き、心のバリアフリー化に
努める。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

「心のバリアフリー」の推進

・広報・啓発活動の推進

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市政だよりへの障害者理解に関する記事を掲載。
ヘルプカードの作成及び配布。
障害者週間記念事業実行委員会が行う啓発活動や啓発講座への
補助を実施。
・市民ギャラリー等での展示・販売活動…年7回

障害者週間記念事業実行委
員会が行う啓発活動や講座
への補助

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

「心のバリアフリー」の推進

・広報・啓発活動の推進

評価 Ｂ
概ね実施できたため。

より効果的な啓発方法について検討が必要である。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

「心のバリアフリー」の推進

・広報・啓発活動の推進

こども福祉課 妊婦～18歳未満

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通環境の改善

「心のバリアフリー」の推進

・マタニティマークの配布

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・京都おもいやり駐車場利用証制度（府制度）について、こども
　福祉課窓口や来庁者子育て支援コーナーで広報するとともに、
　チラシを配布・配架をした。
・地域子育て支援基幹センター窓口やげんきひろばにおいて、
　マタニティマークを配布した。
・宇治子育て情報誌に掲載することで広報・周知を図っている。

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、より
効果的な取り組み等につい
て検討。

評価 Ｂ

こども福祉課窓口や来庁者子育て支援コーナーで広
報するとともに宇治子育て情報誌にも掲載し一定の
広報・周知等を実施できているため。

一定の広報・啓発活動を実施しているが、より効果
的な取り組み等について検討が必要である。

評価 Ｂ

妊婦が交通機関等を利用する際に身につけること
で、周囲が妊婦への配慮を示しやすくすることがで
きたため。

さらなる啓発に努め、妊婦に優しい環境づくりを推
進する必要がある。

保健推進課 妊婦

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

母子健康手帳の交付時にマタニティマークを配布し、周囲に妊婦で
あることを示しやすくした。
母子健康手帳交付件数：1,194件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

道路建設課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

通学路交通安全プログラムに基づき、市内一円で通学路の安全対策
工事を実施した。また、未就学児等が日常的に集団で移動する経路
の安全を確保するため、安全点検を実施し、市内41路線について防
護柵や路面標示等を設置した。

通学路交通安全プログラム
に基づき、引き続き安全対
策に取り組む。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

交通安全対策事業の推進

・交通安全施設の設置・整備

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

迷惑駐車・放置自転車対策

・行政・警察・消防による迷惑駐車追放三色パトロールの実施
・放置自転車防止啓発
・放置自転車の撤去

評価 Ｂ
具体的な実行計画に基づき、安全対策を実施できた
ため。

補助金の低配分に伴う事業進捗への影響。

評価 Ｂ

市民からの要望を基に迷惑駐車車両への警告・指
導、放置自転車の撤去・防止啓発を進めることがで
きたため。

迷惑駐車対策は、三色パトロール等の実施により成
果は上がっているものの法的に取り締まれない場合
もあるため、より効果的な手法について研究する必
要がある。また、放置自転車対策は、効果を上げて
いるものの短時間放置等への対応については研究す
る必要がある。

交通政策課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・年4回宇治市内で迷惑駐車追放三色パトロールを実施し、合計
　159台の迷惑駐車車両に対して警告・指導を実施。
・随時、宇治市内で放置自転車への啓発を実施。
・年60回放置自転車の撤去を行った。令和元年度の撤去台数は
　200台で、平成30年度に比べ99台減少。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育園・幼稚園、小・中学校等で交通安全教室を合計92回実施。
警察と連携した交通安全教
室の開催

評価 Ｂ

園児や児童に対し、警察官による交通安全教室を年
間92回実施しており、交通安全に対する理解を深め
ることに大きく寄与することが出来たため。

依然として交通事故が発生しており、特に児童生徒
を含めた自転車の交通ルールへの理解をさらに深め
ることや、保護者への交通安全教育を推進する必要
がある。

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

交通安全教室の充実

・警察と連携した交通安全教室の開催

交通政策課 0歳～高校生

・広報・啓発活動の推進

交通政策課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

運転マナーについての啓発・指導

5小学校の通学路で、学校・ＰＴＡと合同で啓発活動を実施。この
ほか、幹線道路においてドライバーに安全運転を呼び掛け、安全運
転の意識の向上に努めた。

・通学路で、保護者・
　ＰＴＡと合同で啓発活動
　を実施。
・幹線道路での運転者への
　啓発活動

評価 Ｂ

行政だけでなく、警察・学校関係者が一緒になって
取り組むことで高い啓発効果を得られており、交通
事故件数も減少しているため。

運転者に対しての啓発手法については、より効果的
な内容を今後も検討していく必要がある。

－59－



基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

チャイルドシートの着用推進

・広報・啓発活動の推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

交通政策課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

宇治橋通りで催されたわんさかフェスタ来場者を対象に自転車シ
ミュレーターを利用した啓発活動を実施。その他、ＦＭうじによる
自転車安全利用の広報活動や、商業施設での自転車の交通ルールに
関するチラシの配布、自転車レーンでの啓発活動、高等学校と連携
して自転車通学中の生徒に対する現地指導を実施。

・自転車シミュレーター
　を様々な場所で利用し
　た啓発。
・商業施設等での街頭啓
　発。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

交通安全対策の推進

自転車の安全な利用の推進

・自転車シミュレーターを利用した啓発
・広報・啓発活動の推進

評価 Ｂ

警察主体の啓発や取締り、保護者の意識向上等もあ
り、概ね周知されてきているため。

引き続き良好な現状を維持するため啓発活動を行っ
ていきたい。走行中の車両に対する啓発だけでな
く、全体への啓発手法を検討する必要がある。

交通政策課 0歳～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

シートベルト・チャイルドシート着用推進のための啓発活動を実
施。

・街頭啓発
・交通安全教室内での啓発

評価 Ｂ

ＦＭうじによる広報活動や、自転車シュミレーター
を利用した体験型の啓発活動、高等学校と連携した
通学時間帯における自転車利用の現地指導等を実施
することで、自転車の交通事故件数が減少している
ため。

あらゆる年齢層を対象とした啓発手法について、今
後も検討する必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

公共的空間における設備の充実

ユニバーサルデザインの施設整備の推進

・京都おもいやり駐車場利用証制度（府制度）について、こども福
　祉課窓口や来庁者子育て支援コーナーで広報するとともに、チラ
　シを配布・配架をしている。
・京都おもいやり駐車場利用証制度について、宇治子育て情報誌に
　掲載することで広報・周知を図っている。

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、より
効果的な取り組み等につい
て検討。

評価 Ｂ

チラシをこども福祉課窓口や来庁者子育て支援コー
ナーで配布・配架するとともに宇治子育て情報誌に
も掲載し一定の啓発等を実施できているため。

一定の啓発等を実施しているが、より効果的な取り
組み等について検討が必要である。

・ユニバーサルデザインの普及に向けた啓発

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・京都府福祉のまちづくり条例による施設整備の推進

障害福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

公共的空間における設備の充実

ユニバーサルデザインの施設整備の推進

市内開発等案件に対する福祉的配慮への確認及び相談受付等を実
施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
概ね実施できたため。

施策のより効果的な取り組みの検討が必要である。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

平成28・29年度に市役所庁舎、議会棟、生涯学習センター及び総合
福祉会館内のトイレに乳幼児チェア及びおむつ交換台を設置した。
設置数　乳幼児チェア27台・おむつ交換台20台

市役所など主要な施設に整
備ができたため、本事業と
しては完了した。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

公共的空間における設備の充実

育児・授乳室、育児設備の設置の推進

・公共施設設置おむつ交換台等の管理

評価 Ａ

来庁者子育て支援コーナーを開設に来庁者の子ども
の預かりや子育て支援全般に関する相談のニーズに
応えられているため。

今後も広報・周知を図り、さらなる利用者の増加を
目指した取り組みが必要である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市役所1階市民交流ロビーにおいて、従来の来庁者の子どもの一時
預かりに加えて、子育て支援全般に関する相談を実施する「来庁者
子育て支援コーナー」を開設。

　令和元年度実績　預かり　1,678件（平成30年度実績 1,824件）
　　　　　　　　　相談　　1,514件（平成30年度実績 1,508件）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

公共的空間における設備の充実

子ども連れの来庁者に向けた取り組みの充実

・来庁者子育て支援コーナー

評価 Ａ

公共施設のトイレ内に乳幼児チェア及びおむつ交換
台を設置することで、子どもと一緒に公共施設に来
られる方の利便性向上を図ることができた。

今後も利便性の向上を図るため整備等の必要性を検
討する。

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

Ｂ

上記の取り組みにより、防犯意識の向上を図ること
ができたが、高齢化により活動人員の数が減ってい
るため。

行政は、各防犯推進組織に団体間の連携、児童や生徒、
高齢者、女性、障害のある人等幅広い地域の防犯活動を
期待するが、実際には主に子どもを対象とした活動をさ
れていることが多い。また、今後も継続した取り組みを
行うための人員確保が課題である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

総務課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・安全・安心まちづくり推進会議を2回開催。
・12月に防犯講演会を開催し約50人が参加。
・小学校区単位の防犯推進組織の活動を支援するため、全22団体
　に対し補助金を交付。
これらの取り組みにより、防犯意識の啓発や安全・安心なまちづく
りの推進に効果があったと考える。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

子どもや市民を犯罪から守る地域防犯強化

・安全・安心まちづくり推進会議
・防犯に関する啓発、講演会
・安全・安心まちづくり補助金

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

公共施設の安全管理体制の強化

・保育所等安全運営支援員等の配置

評価

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立7園・民間19園で不審者の侵入を防ぐため、保育所等安全運営
支援員が来訪者の確認や巡視を行い、児童や保護者の安全確保を図
ることができた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

公立・民間とも支援員の配置を実施し、児童や保護
者の安全確保を図ることができたため。

支援員の活動を継続できる環境を、引き続きサポー
トする必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

Ｂ
当初の目的に沿った活動が展開できているため。

個々への安全研修の実施、学校運営支援員の高齢化
が課題である。

学校運営支援員として、幼稚園、小学校、中学校合計で延べ
12,300人が1日4時間以上の活動（来訪者確認、校園内巡視等）を
行った。
また、私立幼稚園における安全対策として運営支援員の配置に対し
て補助を実施した。

学校運営支援員の配置を含
め、学校園の安全対策の手
法について検討したうえで
実施予定。

評価

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

公共施設の安全管理体制の強化

・学校運営支援員の配置【再掲】

教育総務課・学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績

Ａ

防犯カメラの管理及び緊急通報システムの維持管理
等問題なく実施できたため。

特になし。

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

公共施設の安全管理体制の強化

・緊急通報システムの設置

学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

次年度以降実施内容

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもたちが安全で安心して過ごすことのできる場所の確保のた
め、防犯カメラや緊急通報システムの維持管理を行った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価

－64－



基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安全管理体制の強化への指導助言を実施することにより、すべての
小中学校で、学校安全管理主任を指名し、校務分掌に位置づけて体
制強化を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

市内の全小・中学校で学校安全管理主任を指名し、
体制強化が図れたため。

特になし。

・各校の安全管理体制についての指導助言

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・保育所等における防犯訓練

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

職員や教員への防犯訓練及び研修

各園において宇治警察署と連携しながら防犯訓練を実施。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

子どもを犯罪から守るため、訓練を通じて職員の防
犯意識が向上したため。

引き続き、様々な場合を想定して防犯訓練を実施す
る。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

公共施設の安全管理体制の強化
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

職員や教員への防犯訓練及び研修

・各幼稚園・学校の防犯訓練の実施に対する指導助言

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ

市内の全幼稚園、小・中学校で防犯訓練を実施でき
たため。

特になし。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

学校安全の充実及び徹底に関して指導を実施することにより、すべ
ての幼稚園、小・中学校において、防犯訓練を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

「こども110番のいえ」の拡充に向けた検討を行った。
市内の主要な公共施設につ
いては登録できたため、今
後は啓発などに取り組む。

評価 Ａ

市内の主要な公共施設についてはほぼ登録できたた
め。

地域における「こども110番のいえ」の拡充や、ス
タンプラリー等の取り組みの推進に努める。

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

「こども110番のいえ」の充実

・警察署や地域防犯組織と連携した取り組み

総務課 妊婦～18歳未満  
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基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

スマートフォンや携帯電話等を通じた犯罪対策

・関係機関と連携した携帯電話に係る指導の実施

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して外出できるまちづくりの推進

防犯対策

子どもへの防犯教育

学校安全の充実及び徹底に関して指導を実施することにより、すべ
ての幼稚園、小・中学校において、防犯訓練を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

市内の全幼稚園、小・中学校で防犯訓練を実施でき
たため。

特になし。

・各幼稚園・学校の防犯訓練の実施に対する指導助言

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

全学校の非行防止教室において取り上げられていな
いものの、指導は全小中学校で実施できているた
め。

全ての学校において、一学期中に実施する必要があ
る。

教育支援課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・市立小中学校において非行防止教室の中で携帯電話等を通じた犯罪
　対策に係る指導を実施した。
・非行防止教室の中で取り上げていない学校についても各校の指導
　において携帯電話について取り扱った。

・非行防止教室の充実を図
　る中で、携帯電話に係る
　内容を取り入れる。
・事業者による携帯電話安
　全教室等の充実を図る。
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・子育て支援医療費支給事業

年金医療課
0歳～満15歳に達する日
以後の最初の3月31日まで

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の負担軽減の促進

子育て家庭の医療費負担の軽減

子育て支援の観点から子育て家庭の経済的負担を軽減するため、保
険診療における自己負担分のうち一部負担金を除いて助成を実施。
受給者数　22,099人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
順調に運営できているため。

助成状況の把握、分析に努める。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の医療費負担の軽減

1歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

養育支援の必要な家庭を早期かつ的確に把握し、必
要な医療給付を行うことができたため。

子育て家庭の負担軽減の促進

・未熟児養育医療給付

保健推進課・年金医療課

入院養育にかかる医療費（医療保険各法の適用範囲内）の患者負担
額及び食事療養費の患者負担額について、その自己負担額（食事療
養費については標準負担額）の一部を助成。
　給付決定児数：   29人
　給付延べ件数：   93件
　給付延べ日数：1,753日

養育に必要な医療給付を引
き続き実施予定。

評価 Ａ
特になし
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

施設利用料の軽減

各種制度活用に向けた情報提供

「きょうと子育て応援パスポート」の配布に加え、
きょうと子育て応援パスポートアプリ「まもっぷ」
の周知・広報を実施するとともに宇治子育て情報誌
にも掲載したため。

0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の負担軽減の促進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

・宇治子育て情報誌による情報提供

情報誌のフルカラー化を図り、より見やすく分かり
やすい紙面づくりに努め、各家庭への情報提供や内
容の充実を図ったため。

妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

こども福祉課

宇治子育て情報誌を作成し、市内の公共施設等に配架又は乳児家庭
全戸訪問事業等で直接配布し、子育て情報を提供。

　令和元年度発行実績　　15,000部（平成30年度　15,000部）

より見やすく、わかりやす
い情報誌をめざして、誌面
をフルカラー化し、内容の
充実を図るとともに、未就
学児いる全ての家庭に配布
予定。

評価 Ａ
子育て家庭が活用できる様々な制度の周知に向け
て、さらなる誌面の充実が必要である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子育て家庭の負担軽減の促進

・きょうと子育て応援パスポートの配布

こども福祉課

・「きょうと子育て応援パスポート」を、こども福祉課窓口及び
　「来庁者子育て支援コーナー」にて配布。
・きょうと子育て応援パスポートアプリ「まもっぷ」の周知・広報
　を行うとともに周知･啓発チラシをこども福祉課窓口及び「来庁
　者子育て支援コーナー」にて配布。
・宇治子育て情報誌に掲載することで広報・周知を図っている。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ
今後もチラシ配布等、「きょうと子育て応援パス
ポート」のさらなる広報・周知が必要である。

次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・宇治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に
　関する規則第7条の規定に基づき、保育料の減免を実施。
・京都府第3子以降保育料無償化事業費補助金を活用し、18歳
　未満の子どもが3人以上いて、保育料の階層がC3以下の世帯の
　第3子以降の保育料の無償化・副食費の減免を実施。

国・府施策と整合性を図り
ながら、引き続き実施予
定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

保育料負担の軽減

・保育料減免
・多子世帯支援事業

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

子育て家庭の負担軽減の促進

特になし。

・保育料減免
・多子世帯支援事業

学校教育課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子育て家庭の負担軽減の促進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

評価 Ａ

必要な減免を実施し、子育て家庭の経済的負担の軽
減を図れたため。

国・府の減免制度が複雑なため、保護者に分かりや
すく周知する必要がある。

保育料負担の軽減

幼稚園に通う園児の保護者の経済的負担を軽減し、安心して子ども
を産み育てられる環境づくりを推進するため、小学校3年生までと
している幼稚園保育料に係る多子計算の年齢制限を拡大し、第3子
以降の保育料無償化を実施。
なお、令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化により、本事業
は終了した。

必要な施策について、問題なく実施できたため。

令和元年10月からの幼児教
育・保育の無償化により、
本事業は終了した。

評価 Ａ
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の負担軽減の促進

保育料負担の軽減

・幼児教育・保育の無償化

次年度以降実施内容

　令和元年10月より、満3～5歳の幼稚園就園児の保育料が無償化
（上限25,700円/月）。
　就園する私立幼稚園等に保育料分として給付し、保育の必要性があると
本市から認定を受けた保護者に対して、公立及び私立幼稚園の預かり保育
料を給付する（上限11,300円/月）。
　また、年収約360万円未満相当世帯や小学生3年生以下の第3子以降の子
どもの副食材料費を補助する。

保育料・入園費分　　　　　　246,703千円
預かり保育事業利用料　　　　  5,159千円
副食材料費補助　　　　　　　　4,823千円

子育て世代の経済的負担の
軽減のため、国制度に基づ
いて、引き続き実施予定。

評価 Ａ

学校教育課 幼稚園児

令和元年度成果・実績

保護者負担の軽減を図ることができたため。

特になし。

・宇治市奨学資金貸与

こども福祉課 高校生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の負担軽減の促進

教育費負担の軽減

勉学意欲がありながら経済的な理由により修学が困難な者に対し、
4月と10月に奨学資金の貸与申し込みを受け付けた。
令和元年度貸与額：1,080,000円（貸与者数3人）

制度の在り方について検討
中。

評価 Ｂ

無利子で奨学資金を貸与し、勉学意欲があるが経済
的に修学が困難な家庭を支援することができたた
め。

高校生については、利用者がかなり低迷しており、
その要因や他の奨学金制度の把握・分析に努め今後
の在り方について検討する必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

公営住宅等の居住環境の整備

・地域優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅）の利用促進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

特定優良賃貸住宅等の促進

住宅課

市内の特定優良賃貸住宅について、家賃補助期間が終了したため、
市ホームページでの情報提供は取りやめ、窓口と電話での情報提供
のみに変更した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

0歳～小学生

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

子育ての経済的負担への支援の充実

子育て家庭の負担軽減の促進

教育費負担の軽減

・小・中学校就学援助
・小・中学校特別支援教育就学奨励
・私立幼稚園就園助成

評価 Ａ
必要な施策を適正に執行できたため。

特になし。

学校管理課・学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

経済的な理由で就学が困難な児童・生徒の保護者に対し、就学援助
費及び就学奨励費を支給。また、令和元年10月の幼児教育・保育の
無償化まで、私立幼稚園に就園する園児の保護者に対し、就園助成
費補助金を交付。

補助単価の変更等、国の動
向を注視しながら、今後も
引き続き実施予定。

窓口と電話のみとなったが、情報提供の取り組みは
継続して実施できているため。

評価 Ｃ
情報提供の方法の検討が必要である。
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基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

子育ての経済的負担への支援の充実

公営住宅等の居住環境の整備

公営住宅等の改良・整備

・市営住宅の維持管理・施設改良

住宅課 妊婦～18歳未満  

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

住宅課
妊婦・小学校6年生以下の子どもの
いる世帯

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

7月募集：1戸募集
　　　　　　槇島吹前市営住宅６号棟
2月募集：3戸募集
　　　　　　槇島吹前市営住宅６号棟
　　　　　　木幡河原市営住宅２号棟

令和元年度に引き続き実施
予定であり、令和2年度は3
戸募集（予定）

評価 Ｃ

7月募集、2月募集ともに募集定員を上回る応募が
あったが、全体の募集定員に占める割合としては多
いといい難く、周知の必要性が認められるため。

子育て世帯の住宅困窮者に対する、さらなる制度の
広報・周知が必要である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

大久保旦椋市営住宅浴室等改修工事
槇島吹前市営住宅5,6号棟外壁改修設計業務委託

五ケ庄野添市営住宅外壁改
修工事
槇島吹前市営住宅8,9号棟外
壁等改修設計業務委託

評価 Ａ

概ね当初の予定どおり事業を実施できたため。

建築から相当の年数が経った市営住宅が増えてくる
中、計画的な修繕が必要である。
そのためにも引き続き施策実施のため予算確保が必
要である。

子育ての経済的負担への支援の充実

公営住宅等の居住環境の整備

公営住宅等の改良・整備

子育て世帯を支援する住宅施策として、市営住宅を子育てしやすくリノベー
ションし、子育て世帯の優先募集を行なう。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

公園・緑地などの環境整備

利用者の安全確保のため、公園施設の点検・改修を実施。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

公園施設の改修を順次実施することができたため。

公園施設の老朽化が進んでおり、計画的な管理が必
要である。

公園、遊園の充実

・公園バリアフリー整備事業
・公園遊具の改修・更新
・公園遊具の点検・維持管理

公園緑地課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公園緑地課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

5月24日から6月14日までの15日間ナイター鑑賞を実施。11,585人の
入園者があった。

令和元年度と同様に継続し
て事業実施する予定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

公園・緑地などの環境整備

自然に接する遊び場の充実

・源氏ゆめほたる事業

評価 Ｂ

植物公園の環境を生かし、市内中心部の近郊に蛍鑑
賞の場を設定することで多くの方に楽しんでもらう
ことができたため。

入園者数が減少傾向にあるとともに、天候に大きく
左右される事業である。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

公園・緑地などの環境整備

緑化啓発の推進

・名木百選保全事業
・みどりのボランティア推進事業
・まちかどふれあい花だん推進事業

評価 Ｂ

名木の維持管理やボランティアの活動、まちかどふ
れあい花だんの実施により、みどり豊かな環境づく
りをすることができたため。

名木の維持管理に関して、またボランティアの今後
の活動方針等については検討が必要である。

公園緑地課 妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

名木アドバイザーの派遣による名木保全やみどりのボランティアに
よる緑化推進活動、地域住民によるまちかどふれあい花だんの管理
などを実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

親子で遊べる場の確保

身近で親子で遊べる場所の確保

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの支
援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育て支
援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

親子で遊べる場の確保

幼稚園、保育所、認定こども園の有効活用

0歳～就学前

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

こども福祉課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの支
援を実施し、雨の日でも遊べる場所の確保に努めている。令和元年
度は西宇治中学校区域に新たな地域子育て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

入所していない子と親等に保育所等を開放し、入所児童との交流を
通じて、育児についての相談や助言を行う機会を設けた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で特色ある取り組みができているため。

事業参加者の増加等に向け、さらなる取り組みを検
討する必要がある。

・園庭開放等、子育て世帯への支援

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

親子で遊べる場の確保

雨の日に遊べる場所の確保

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・未就園児対象の子育て支援事業

学校教育課 未就園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

親子で遊べる場の確保

幼稚園、保育所、認定こども園の有効活用

公立幼稚園において月数回程度、未就園児の保護者を対象に親子で
参加する未就園児行事を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

各園で様々な取り組みを行っているため。

幼稚園での未就園児行事は定着してきたが、参加者
の増加への取り組みや将来的に公立幼稚園の就園に
つなげていく工夫が必要である。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

親子で遊べる場の確保

民間施設の有効活用

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点の開設及び地域子育てひろばへの支援を実施し
ており、令和元年度は市内8か所の民間施設において地域子育て支
援拠点を開設。

開設場所　地域子育て支援センター（南部・東部・北部）、りぼ
ん、ぶんきょうにこにこルーム、ひあ にしおぐら、toridori、ぽ
けっと

市民ニーズの把握、分析に
努めながら、引き続き今後
の支援施策の展開を検討す
る。

評価 Ｂ

市内7か所の民間施設において地域子育て支援拠点
を継続して開設しており、1か所新規に開設したた
め。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

親子で遊べる場の確保

・商店街の付加価値を高める共同利用施設店舗の運営・改修への補助

産業振興課

商店街の付加価値を高める共同利用施設店舗を活用した運営・改修
が行われず、補助金交付の実施はなかった。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｃ
補助金利用者の増加に向けて、制度の周知を強化す
る必要がある。

妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

民間施設の有効活用

制度は継続しているものの、補助金の利用者がおら
ず、制度利用の増加に向けた検討が必要であるた
め。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

子どもが自由に遊べる場の確保

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの支
援を実施し、子どもが自由に遊べる場所の確保に努めている。令和
元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育て支援拠点を開設し
た。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

0歳～就学前

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

児童施設の整備

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの支
援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育て支
援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

0歳～就学前

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

公共施設へのプレイコーナー等設置

・来庁者子育て支援コーナー

こども福祉課

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市役所1階市民交流ロビーにおいて、従来の来庁者の子どもの一時
預かりに加えて、子育て支援全般に関する相談を実施する「来庁者
子育て支援コーナー」を開設しており、預かりの際に子どもが自由
に遊べる場の確保に努めている。
　令和元年度実績　預かり　1,678件（平成30年度実績 1,824件）
　　　　　　　　　相談　　1,514件（平成30年度実績 1,508件）

令和元年度と同様に実施す
るとともに、宇治子育て情
報誌等への広報媒体への掲
載やチラシの配布等により
周知啓発を実施予定。

評価 Ａ

来庁者子育て支援コーナーを開設し、一時預かり時
に自由に遊べる場を確保し、ニーズに応えられてい
るため。

今後も広報・周知を図り、さらなる利用者の増加を
めざした取り組みが必要である。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・幼稚園・小・中学校施設の維持管理及び整備

学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

評価 Ｂ

緊急修繕をはじめ日常維持管理は、概ね迅速に対応
できたため。

一部、抜本的な改修が必要なものについては、応急
対応としているものもある。

自由に遊べる場の確保

優先順位を見極めながら、必要に応じた維持管理を
実施できたため。

0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

施設の安全管理

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

施設の安全管理

・公立保育所施設の維持管理及び整備
・民間保育所等の運営に対する補助

保育支援課

公立保育所については、各園の老朽化の状況を踏まえて必要に応じ
て修繕等を実施。
民間保育所（園）・認定こども園19園に対して修繕費補助金を交
付。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
引き続き優先順位を見極めながら、維持管理に努め
る必要がある。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どもたちが安全で安心して過ごすことのできる場所の確保のた
め、幼稚園・小・中学校における老朽化対応修繕、緊急修繕及び法
令等に適合させる修繕を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ
本館建設後、30年以上経過し老朽化が目立つ。計画
的な修繕を図っていく必要がある。

自由に遊べる場の確保

・施設や設備の修繕及び安全管理

河原青少年センター

遊戯室正面出入口の扉を改修したほか、運動広場の土壌改良を実施
した。

センター所有の各種備品等
の修繕及び未改修の施設修
繕を予定。

評価 Ｂ
施設設備の各所に経年による老朽化が顕著になって
いる部分があり、引き続き、安全管理のため、適切
な措置が必要となる。

施設の清掃や消防設備点検、機械警備の業務委託を
始め、施設や設備の修繕等、適切な安全管理に努め
たため。

妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

施設・設備の安全確保等のため、令和元年度は水道ポンプ更新等も
含めて、適切な管理運営を実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

施設の安全管理

・施設や設備の修繕及び安全管理

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

施設の安全管理

善法青少年センター 妊婦～18歳未満

施設の清掃や消防設備点検、機械警備の業務委託を
始め、施設や設備の修繕等、適切な安全管理に努め
たため。
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基本目標 ２

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

大久保青少年センター

　センター周辺の保育園児や親子連れ、放課後や休日に来館す
る小中学生が、のびのび楽しく利用できる憩いの場所として、広場
の遊具や施設内のスポーツ用具などの安全管理を行った。
・自由来館者数　6,253人

令和2年夏頃を目途に旧大久
保幼稚園跡地に移転し、引
き続き実施予定。

・施設や設備の修繕及び安全管理

評価 Ｃ

子どものケガ・事故がないよう施設内の遊具等の
維持・点検など日常の安全管理に努めているが、建
物の耐震性に問題があるため。

旧平盛幼稚園の改修施設として、昭和62年に開設。
耐震性に問題があるため、移転が完了するまでは施
設の安全管理に留意する必要がある。

妊婦～18歳未満  

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進

いつでも、どこでものびのび遊べる場づくり

自由に遊べる場の確保

施設の安全管理
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基本目標 ３

「地域で子育て支援ができる環境づくりの推進」



基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・ファミリー・サポート・センターの相互援助活動

新型コロナウイルス感染症拡大予防のため、3月に
予定していた研修会を中止せざるを得なくなったた
め。

参加人数の増加に向けた広報・周知や効果的な講習
内容の検討が必要である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

子ども・子育てにおける地域への啓発

身近な地域での声かけの促進

こども福祉課 妊婦～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ファミリー・サポート・センター事業を継続して実施することに
より、地域における育児の相互援助活動を推進した。

令和元年度実績　利用件数　1,514件（平成30年度　1,449件）

民間のノウハウを活用する
ことによるサービス向上等
を目的に委託予定（令和2年
10月以降）

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

子ども・子育て支援新制度の施行に合わせて、対象
年齢を拡大するなどの取り組みを行ったが、計画の
数値目標に達しておらず、引き続き利用促進に向け
た取り組みが必要であるため。

さらなる利用促進に向けて、多様化するニーズ等に
対応する取り組みの検討が必要である。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

子ども・子育てにおける地域への啓発

子育て家庭支援についての講習

・子育て支援者研修会
・ファミリー・サポート・センター会員へのフォローアップ研修

評価 Ｂ

こども福祉課 妊婦～18歳未満

・市内の子育て支援関係団体等を対象に実施する子育て支援者
　研修会は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止。
・ファミリー・サポート・センターにおいて援助会員向けのフォ
　ローアップ研修を年3回実施し、計34名が参加した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

評価 Ａ

民生児童委員主催のひろばと調整し、広報や専門職
員派遣を実施したため。

ひろばのみではなく、民生児童委員の様々な活動と
連携した子育て支援のさらなる取り組みの検討が必
要である。

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・民生児童委員主催のひろばの広報
　　宇治子育て情報誌、チラシ等で周知・広報。
・保育士等の派遣による支援
　保育士、保健師を派遣し、手遊び等の紹介や子育て相談を実
　施。
　　令和元年度実績　保育士　7回
　　　　　　　　　　保健師　6回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

民生児童委員活動の充実

民生児童委員の活動に対する支援

市民児協の赤ちゃん訪問事業については、市の保健推進
課と連携し、引き続き取り組みを進めるとともに、新型
コロナウイルスの影響を踏まえ、サロンの備品などの衛
正管理について検討を進める必要がある。

民生児童委員活動の充実

民生児童委員の活動に対する支援

・民生児童委員活動に対する助成
・赤ちゃん訪問事業

地域福祉課 おおむね2～3か月

・民生児童委員主催のひろばの広報及び保育士等の派遣による支援

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・民生児童委員活動に対する助成
　府・市より各地区へ「地域福祉活動促進費補助金」を交付。
　府：121,500円（9地区）、130,100円（4地区）、138,700円（2地区）
　市：15,000円（15地区）
　市内11地区で子育て支援事業として子育てサロン事業を実施。
・赤ちゃん訪問事業
　乳児家庭全戸訪問事業の対象家庭のうち希望者に対して、啓発資材を持参して
　訪問し、子育てに係る悩み事等の相談を受けたり、各種行政サービスの紹介
　や、子育てサロンへの案内を行うことで、誰もが安心した子育てのできる環境
　づくりに努めた。実施数44件。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

・各地区ごとの工夫により、地域の子ども同士、または
　親同士の交流が深まった。さらに、子育て世代の気軽
　な相談場所としても機能しているため。
・赤ちゃん訪問では、乳児期から母子と面識を持つ事
　で、もしもの時の相談の道筋をつくることができたた
　め。
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基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

各種団体への研修などの支援

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・青少年健全育成協議会・連合育友会への支援

教育支援課 青少年・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

各種団体活動への支援

各種団体への研修などの支援

妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

活動は順調だが、事業の継続性については課題があ
るため。

各種団体活動への支援

・女性の会連絡協議会に対する補助
・子ども会連絡協議会に対する補助

生涯学習課

社会教育団体へ補助金を交付し、各団体の活動を継続的に支援。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ 地域によっては少しずつ若い世代の会員も増えてき
てはいるものの、依然として会員の固定化と高齢化
が問題になっている。

近隣市町との交流や府主催の研修等に参加することにより、活動
に携わる人の知識の向上をはかることができた。

令和元年度と同様に引き続
き参加予定。

Ｂ

先進事例を学び、他地域との交流を深めることによ
り活動にもよい影響があったため。

研修に参加する人の固定化が課題である。

評価
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基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

自治振興課（文化自治振興課) 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

道・伊勢田・平盛の3館で、一般開放の時間に読書や自主学習、
スポーツ等の利用があった。伊勢田ふれあいセンターについて
は、耐震性能等に課題があることから、令和2年3月31日をもって
廃止した。

道ふれあいセンター耐震性
能を有していない部分を閉鎖
し、当面の間開館を継続す
る。平盛ふれあいセンターは
耐震性能を有していないこと
から、廃園後の大久保幼稚園
への大久保青少年センターの
移転と合わせて機能移転し廃
止する。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

身近な施設の有効活用

地域資源の活用による遊び場などの確保

・ふれあいセンターの無料開放

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの
支援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育
て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　 　3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

身近な施設の有効活用

地域資源の活用による遊び場などの確保

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

評価 Ａ

無料で開放し、子どもの学習やレクリエーションの
場として活用されているため。

道ふれあいセンターについて、中宇治地域の公共
施設の現状や今後のあり方を踏まえた検討が必要で
ある。

家庭と子どもたちを応援する地域づくり
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基本目標 ３

施策の方向性 （１） 家庭と子どもたちを応援する地域づくり

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

身近な施設の有効活用

民間施設の有効活用

・商店街の付加価値を高める共同利用施設店舗の運営、改修に対する補助

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。

評価 Ｂ

すでに開催している3校はいずれも学校内での開催
であり、地域資源の活用に至っていないため。

学校施設に余裕教室等がない場合において、近隣の
公共施設等での開催を検討する必要がある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

身近な施設の有効活用

地域資源の活用による遊び場などの確保

・放課後子ども教室支援事業

教育支援課 小学生

家庭と子どもたちを応援する地域づくり

評価 Ｃ

制度は継続しているものの、補助金の利用者がおら
ず、制度利用の増加に向けた検討が必要であるた
め。

補助金利用者の増加に向けて、制度の周知を強化す
る必要がある。

産業振興課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

商店街の付加価値を高める共同利用施設店舗を活用した運営・改
修が行われず、補助金交付の実施はなかった。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｃ

広報･啓発は実施したものの、会員拡充を図る必要
があるため。

援助会員の増加やファミリー・サポート・センター
の広報・啓発に向けて、さらなる取り組みが必要で
ある。

地域とともに子育てを支援する環境づくり

ファミリー・サポート・センターの充実

会員拡充促進

・ファミリー・サポート・センターの広報・啓発
・ファミリー・サポート・センター会員へのフォローアップ研修

こども福祉課 妊婦～小学生

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

主に援助会員向けのフォローアップ研修を年4回実施。
　
　令和元年 6月21日   9名参加
　　　　　 9月10日   5名参加
　　　　  11月15日   20名参加
　令和2年  3月12日   中止

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

概ね計画どおりに研修を実施できているが、参加人
数の増加に向けた取り組みが必要となるため。

参加人数の増加に向けた広報・周知や効果的な講習
内容の検討が必要である。

・ファミリー・サポート・センター会員へのフォローアップ研修

こども福祉課 妊婦～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

ファミリー・サポート・センターの充実

会員活動への支援

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・母子手帳配付時にチラシを配布するとともに、市政だより、
　ホームページおける会員募集広報を実施。
・主に援助会員向けのフォローアップ研修を実施。

令和元年度実績　　援助会員数：　123人（平成30年度   123人)
　　　　　　　    依頼会員数：1,257人（平成30年度 1,328人)
　　　　　　　    両方会員数：　 18人（平成30年度　  24人)

民間のノウハウを活用する
ことによるサービス向上等
を目的に委託予定（令和2年
10月以降）
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基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 妊婦～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ファミリー・サポート・センター事業を継続して実施することに
より、地域における育児の相互援助活動を推進した。
令和元年度実績　利用件数　1,514件（平成30年度　1,449件）

民間のノウハウを活用する
ことによるサービス向上等
を目的に委託予定（令和2年
10月以降）

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

ファミリー・サポート・センターの充実

活動内容の多様化の促進

・ファミリー・サポート・センターのアドバイザーによる活動内容の検討

・地域子育て支援基幹センターにてサークル育成・支援を実施。
  令和元年度実績　おもちゃ等備品貸出  31回
　　　　　　　　　保育士・保健師派遣　 6回
　　              サークル登録数　　 　8（平成30年度　12）
・ＮＰＯ法人子育て支援事業のチラシ等を要望に応じて、こども
　福祉課、地域子育て支援基幹センター窓口等に配架

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｃ

計画に基づく取り組みを実施しているが、子育て
サークル登録数が減少しているため。

子育てサークル登録数が増加しない要因や求められ
ている内容の把握・分析を行いながら、より効果的
な市民活動等による子育て支援の取り組みが必要で
ある。

・地域子育て支援センターでのサークル支援事業
・ＮＰＯ法人子育て支援事業のチラシ等の配架

こども福祉課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

市民活動等による多様な子育て支援事業の推進

子育てサークルやＮＰＯ等による子育て支援事業の支援

評価 Ｂ

子ども・子育て支援新制度の施行に合わせて、対象
年齢を拡大するなどの取り組みを行ったが、計画の
数値目標に達しておらず、引き続き利用促進に向け
た取り組みが必要であるため。

さらなる利用促進に向けて、多様化するニーズ等に
対応する取り組みの検討が必要である。
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基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ａ

計画に基づき事業を実施しており、利用者数も年々
増加しているため。

利用を促進するため、さらなる広報・啓発が必要で
ある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

京都文教大学・短期大学が場所を提供し、地域のＮＰＯ法人が運
営を担い、市が法人への委託により経費を支援する形で地域子育
て支援拠点事業「ぶんきょうにこにこルーム」を開設。

令和元年度実績　延べ利用者数 8,120人（平成30年度　9,840人）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

市民活動等による多様な子育て支援事業の推進

地域での子育て支援活動の充実

・京都文教大学・短期大学における「ぶんきょうにこにこルーム」の開設

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

市民活動等による多様な子育て支援事業の推進

子育て用品のリサイクルコーナー設置やバザー開催の支援

・リサイクル情報センターの周知

文化自治振興課・こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

本事業の役割は一定終了したため平成30年4月末で廃止した。
平成30年4月末で廃止したた
め、実施なし。

評価

平成30年4月末で廃止したため。
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基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

地域ぐるみの次世代育成

地域福祉及び子ども・子育て支援についての市民啓発

・子ども・子育て支援事業計画の進捗状況の公表
・子育て支援者研修会の実施
・ファミリー・サポート・センターの相互援助活動

・子育てやその支援に関心を持ちボランティア活動に意欲を持つ
　市民を対象に「子育てひろばボランティア養成講座」を1回実
　施。
・令和元年度ボランティア登録数：23人（平成30年度：20人）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

地域とともに子育てを支援する環境づくり

地域ぐるみの次世代育成

ボランティアの掘り起こしと育成

・子育てひろばボランティア養成講座

評価 Ｂ

引き続き各種事業の推進に取り組む必要があるた
め。

地域とともに子育てを支援する取り組みについて
も、継続して検討が必要である。

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・「宇治市子ども・子育て会議」の決定を受け、平成28年度以
　降、計画の進捗状況を公表。
・市内の子育て支援関係団体等を対象に実施する子育て支援者
　研修会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止
・令和元年度実績　利用件数　1,514件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

計画に基づいた事業を実施しているが、講座受講者
数や登録人数の増加に向けた取り組みが必要となる
ため。

講座受講者数や登録人数の増加を図り、継続的な活
動を行うボランティアの確保が必要である。

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ３

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

地域活動における交流の促進

子どもたちの地域活動への支援

・青少年によるクリーン宇治運動

生涯学習課 小学生～18歳未満

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

子どもたちのふれあいの機会づくり

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・地域住民が運営し、市が補助金を出す地域子育てひろばを民生
　児童委員の協力も得ながら市内3か所で開設。
・平成27年度に、ファミリー・サポート・センターの対象年齢を
　拡大。　令和元年度実績　利用件数　1,514件
・民生児童委員主催のひろばについて、宇治子育て情報誌やチラ
　シ等で周知・広報するとともに保育士等の派遣による支援を実
　施。

・地域子育て拠点の全中学校区へ
　の整備が完了したため、補完的
　な役割を果たしてきた地域子育
　てひろば事業は廃止する。
・ファミリー・サポート・セン
　ター事業は民間のノウハウを活
　用することによるサービス向上
　等を目的に委託予定（令和2年
　10月以降）

評価 Ｂ

計画に基づいた事業を実施しているが、地域ととも
に子育てを支援する環境づくりに向けたさらなる取
り組みの検討が必要となるため。

地域とともに子育てを支援する環境づくりを促進す
るために、既存の事業をさらに推進するとともに、
新たな取り組み等の検討が必要である。

地域とともに子育てを支援する環境づくり

地域ぐるみの次世代育成

地域で子どもを育てる活動の育成

・地域子育てひろばへの支援
・ファミリー・サポート・センターの相互援助活動
・民生児童委員主催のひろばの広報及び保育士等の派遣による支援

こども福祉課 妊婦～小学生

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

青少年団体への呼び掛けにより、塔の島から天ケ瀬ダムを中心
に、クリーン宇治運動を実施。
・令和元年11月24日15団体250人が参加。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

団体・参加者を得て、環境美化を通じて地域社会へ
の貢献に寄与することができたため。

参加団体が固定化しているため、新たな参加者層に
向けた取り組みが課題である。
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基本目標 ３

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

入所していない子と親等に保育所等を開放し、入所児童との交流
を通じて、育児についての相談や助言を行う機会を設けた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で特色ある取り組みができているため。

事業参加者の増加等に向け、さらなる取り組みを検
討する必要がある。

・園庭開放等、子育て世帯への支援

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

子どもたちのふれあいの機会づくり

地域活動における交流の促進

子ども同士の交流活動の支援

公立幼稚園において月数回程度、未就園児の保護者を対象に親子
で参加する未就園児行事を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で様々な取り組みを行っているため。

幼稚園での未就園児行事は定着してきたが、参加者
の増加への取り組みや将来的に公立幼稚園の就園に
つなげていく工夫が必要である。

・未就園児対象の子育て支援事業

学校教育課 未就園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

子どもたちのふれあいの機会づくり

地域活動における交流の促進

子ども同士の交流活動の支援
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基本目標 ３

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

子どもたちのふれあいの機会づくり

地域活動における交流の促進

子どもと大人の世代間交流活動の促進

・夏休み子ども★わくわくフェア

生涯学習センター 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

子どもたちのふれあいの機会づくり

生涯学習活動における交流の促進

生涯学習関連施設における交流事業の推進

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。

評価 Ｂ

地域の青少年健全育成協議会、読書ボランティア
等、さまざまな立場の人がサポーターとして活動に
携わっているため。

さらなる地域人材の発掘、育成が必要である。

・放課後子ども教室支援事業

教育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

夏休みの小学生を対象に、子どもたちが学び、遊び、手作りの楽
しさを体験し、出展者・参加者の世代を超えた交流を目的として2
日間開催。出展者は計26コーナー（26団体）、参加者は2,135人。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

幅広い子ども向けの体験コーナーが出展され、出展
者と子どもがふれあいと交流を楽しむことができた
ため。

特になし
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価

事業が終了したため評価なし。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

自然体験学習について、多様な事業の情報提供を行
うことができたため。

多様な学習内容が求められており、すべてに学習時
間を確保することが困難な状況である。

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・宇治学（総合的な学習の時間）や生活科・理科を通じて環境教
　育が実施できるよう、京都府教育委員会や環境省などの事業を
　各小中学校に通知するとともに、その実施を呼びかけた。
・宇治学（総合的な学習の時間）を中心に、自然体験学習を各学
　校において実施した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

自然体験学習の推進

・各校の環境教育の実施に関する指導助言

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

環境学習の推進

・学校版環境ISO実施事業

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

平成29年度にて事業終了。
平成29年度をもって本事業
は終了した。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

環境学習の推進

・各校の環境教育の実施に関する指導助言

評価 Ｂ

全小学校における環境教育の実施率を向上させられ
ていないため。

教育委員会を通じて学習会の実施を呼びかけている
が、応募に至る小学校がなかったため、関係機関と
調整して、応募につながるよう取り組む必要があ
る。

環境企画課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

宇治学における環境教育実施時の講師を小学校に派遣した。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

環境学習の推進

・講師派遣等による各校の取り組み支援

評価 Ｂ

環境教育について、多様な事業の情報提供を行うこ
とができたため。

多様な学習内容が求められており、すべてに学習時
間を確保することが困難な状況である。

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・宇治学（総合的な学習の時間）や生活・理科を通じて環境教
　育が実施できるよう、京都府教育委員会や環境省などの事業
　を各小中学校に通知するとともに、その実施を呼びかけた。
・宇治学（総合的な学習の時間）を中心に、環境学習を各学校に
　おいて実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

福祉への理解を深める学習に関わる情報提供を各校
にする事ができたため。

福祉体験学習においては、事業所の確保などが困難
な場合がある。

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・生活科や道徳をはじめ、宇治学（総合的な学習の時間）におい
　て、広く福祉への理解を深める学習を行える
　よう、京都府教育委員会や関係団体の実施事業などを通知する
　とともに、実施を呼びかけた。
・宇治学（総合的な学習の時間）を中心に、福祉体験学習に取り
　組んだ。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

福祉ボランティア学習の推進

・各校の福祉体験学習充実に向けての指導助言

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

環境学習の推進

・地球環境への負荷を低減するために、循環型社会の形成に向けての取り
組
　みとして未来の社会を担う子供たちなどを対象に環境教育を実施。

ごみ減量推進課 幼稚園児・保育園児・小学生等

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育園児・幼稚園児には、ものを大切にすることやごみの分別を
題材とした紙芝居を作成し、実演を行います。小学校４年生には
社会科の授業の一環として、ごみ問題の現状、限りある資源の有
効活用、ごみの減量、分別収集の重要性についての理解を深めて
もらっています。
令和元年度は、保育所・幼稚園等で33園、小学校21校で実施した
他、中学校3校でも実施しました。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

市内のすべての小学校（山間地区の2小学校は複式
学級のため2年に1度実施）、多くの保育所・幼稚園
等で実施できているため。

今後、中学生にも環境教育を実施していくため、中
学校へ積極的な働きかけを行う必要がある。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・仕事・文化体験活動推進事業

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

職場体験学習の推進

評価 Ｂ
市民への広報ができた。

引き続き登録講師への研修を開催するとともに、効
果的な広報を検討する必要がある。

生涯学習課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ホームページやチラシにて、市民への広報を行った。一方で、新
型コロナウイルス感染症対策のため、登録講師の研修会は中止と
なった。

引き続き、広報を行い、登
録講師数の増加につなげ
る。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

指導者の掘り起こしと育成

・人材バンク事業

・KYO発見 仕事・文化体験活動推進事業補助金を交付。
・全中学校の2年生で職場体験学習を実施。
・全小学校の4年生で体験学習を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ
市立の全小・中学校で職場体験学習等の実施ができ
たため。

特になし。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

体験と交流の学習機会の促進

評価 Ｂ

すでに開催している3校はいずれも学校内での開催
であり、地域資源の活用に至っていないため。

学校施設に余裕教室等がない場合において、近隣の
公共施設等での開催を検討する必要がある。

市内の資源を有効活用した安全な遊び場・学習の場の確保

・放課後子ども教室支援事業

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

評価 Ａ
市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

教育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

市内の資源を有効活用した安全な遊び場・学習の場の確保

体験と交流の学習機会の促進

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

こども福祉課

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの
支援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育
て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

小学生～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・ニュースポーツひろばを黄檗体育館にて14回、西宇治体育館にて14回
　開催。計1,371人参加。
　※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和2年2月28日以降分
　（黄檗体育館1回、西宇治体育館2回）中止。
・レッツニュースポーツは令和元年度よりニュースポーツひろばと統合
　し、効果的な実施に努めた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、令和2年
7月末まで中止。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

スポーツ・レクリエーション機会の充実

・各種スポーツ教室

評価 Ｂ

一定の参加人数を得ることができ、市民にスポーツ
の場を提供することができたため。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めつつ、引
き続き定期的に開催をするとともに、効果的な広報
を検討する必要がある。

文化スポーツ課（生涯学習課）

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・合唱団活動では、約60人の合唱団員が、詩、曲を通じて音楽芸術の感性を
　高めた。
　※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、2月末より活動休止。
・紫式部市民文化賞では、34件応募があった中で、中学・高校生から1件の応募
　があった。
・宇治十帖スタンプラリーでは、本市の歴史文化の理解を深めるため、宇治十帖
　の古跡を巡るコースを設定した。
・市民交流ロビーコンサートでは、全16組中1組で小・中学生が出演
　※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため3月実施予定分は中止。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、合唱団
活動は6月上旬まで休止、市
民交流ロビーコンサートは4
月～7月分は延期。

評価 Ａ

各事業とも、広く児童・生徒に認知されてきてお
り、今後も継続実施するため。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めつつ、各
種事業の広報等検討していく必要がある。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

文化・芸術にふれる機会の充実

・合唱団活動　　　　　　　　　・市民交流ロビーコンサート
・紫式部市民文化賞
・宇治十帖スタンプラリー

文化スポーツ課（文化自治振興課） 0歳～18歳未満

－100－



基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

文化・芸術にふれる機会の充実

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

①子ども体験型教室「しかぞすむ　―生きるいろはを源氏でも―」
   参加者数　84名（全6回）
　ミュージアムさんぽ　参加者　66人（幼稚園児）
②総合的な学習の時間を活用した宇治学との連携による施設見学
　　計1,154人　小学生1,051人（14校）中学生103人（1校）
③職場体験学習　14人（6中学校）

新型コロナウイルス感染症拡
大防止に留意しつつ、引き続
き実施予定

評価 Ｂ

幼稚園児から中学生まで、幅広く参加する多彩な事業が
実施できている。

話題性があり、親しみやすい事業内容にするため、プロ
グラムのブラッシュアップが必要。

・小学生・中学生を対象とした古典の入門や古典に親しむきっかけづくりと
  なる事業の展開（①）
・「宇治学」と連携した事業（②）
・職場体験学習の受け入れ（③）

博物館管理課（源氏物語ミュージアム） 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

展覧会関連事業

次年度以降実施内容

・企画展関連事業　子ども向けギャラリートーク　2回実施
　参加者23名
・親子で学ぶ体験教室　2回実施
　参加者10組

新型コロナウイルス感染症
拡大防止に留意しつつ、引
き続き実施予定

新規事業のため周知が十分ではなかった。今後は、
広報を工夫し、参加者数の増加を図る必要がある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

文化・芸術にふれる機会の充実

博物館管理課（歴史資料館） 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績

評価 Ｂ

計画の基本目標と施策の方向性に沿い、新規に事業
を実施したため。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課）文化スポーツ課（文化自治振興課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・宇治田楽まつり

文化スポーツ課（文化自治振興課） 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

伝統行事への参加

0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

6人の指揮者及び伴奏者により、団員約60人の合唱指導をしていた
だいた。
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、2月末より活動休止。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため6月上旬ま
で活動休止。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

指導者の掘り起こしと育成

・合唱団活動

市内の小・中学生、高校生31人が宇治田楽まつりに参加した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止・延
期等の可能性あり。

評価 Ａ

伝統文化を再興させた宇治田楽まつりは徐々に児
童・生徒に認知されつつあるため。

新型コロナウイルス感染症の影響により、新規参加
者募集や練習が出来ていないため、実施方法等検討
していく必要がある。

評価 Ｂ

昭和54年から続いているものであり、指導者は代わ
りながらも、長年にわたり子どもたちの指導をして
いただいているため。

指導者の高年齢化と後進のなり手不足。
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めつつ、各
種イベント等への出演にむけて、練習を再開し、新
入団員の確保をする必要がある。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課）文化スポーツ課（文化自治振興課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

スポーツ推進委員の資質向上が図られ、様々な行事
を通じて研修内容を市民に還元できたため。

引き続き定期的に開催をするとともに、市民への効
果的な還元方法・行事を検討する必要がある。

妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市民の多様なスポーツニーズに対応するため、知識・技術の習得
のため必要な研修を実施。
実技研修会3回
※実技研修会1回及び審判講習会については新型コロナウイルス
　感染症拡大防止のため中止。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、中止、
延期あり。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

指導者の掘り起こしと育成

・スポーツ推進委員の研修

次年度以降実施内容

子ども手づくり文化祭において、連合育友会・子ども会連絡協議
会の補助のもと、延べ846人がクラフト制作に参加。

評価 Ｂ

昭和54年から続いており、長年にわたり子どもたち
のクラフト制作の補助をしていただいているため。

役員の高年齢化と後進のなり手不足。

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

お茶席は、実施を見合わせ
るが、展示、クラフトにつ
いては引き続き実施。

・子ども手づくり文化祭

生涯学習課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

指導者の掘り起こしと育成
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課）文化スポーツ課（文化自治振興課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ

どちらの事業も多くの方に喜んでいただいているた
め。

新型コロナウイルス感染症拡大防止と、イベント等
に出演するために必要な練習時間等をどのように確
保していくか、練習・準備等の方法を検討していく
必要がある。

0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市民文化芸術祭では、洋舞を中心に多くの子どもたちの参加が
あった。
少年少女合唱団では、指導者と合唱団員が年間10回を超えるイベ
ントに出演及び開催をした。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、令和2年
度の出演予定のイベントが
一部中止となった。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

大会やイベントの開催

・市民文化芸術祭
・合唱団活動

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

大会やイベントの開催

・子ども手づくり文化祭

生涯学習課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子ども手づくり文化祭において、連合育友会・子ども会連絡協議
会の指導のもと、3種類のクラフト制作に延べ846人が参加した。
各小学校から出展された夏休みの工作展示にも多くの人が観覧に
訪れ、約1,700人の来場があった。

詳細な内容については毎年
度検討を加えながら、今後
も引き続き実施予定。

評価 Ａ
多くの方に喜んでいただいているため。

特になし。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課（旧担当課） 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

スポーツ・レクリエーションや文化・芸術活動の促進

大会やイベントの開催

・各種スポーツ大会

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

青少年センター事業の充実

・学習・文化活動
・体育・スポーツ・レクリエーション活動

善法青少年センター 小学生・中学生

評価 Ｂ

一定の参加人数を得ることができ、市民のスポーツ
推進の機会として大会を運営することができたた
め。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めつつ、事
業の円滑な運営と、効果的な広報を検討する必要が
ある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

文化スポーツ課（生涯学習課） 小学生～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

第53回市民総合体育大会　9,441人参加
第43回宇治市障害者スポーツ大会　556人参加
第37回市民スポーツまつり　雨天中止
第35回市民駅伝競走大会　90人参加
※第36回宇治川マラソン大会　2,194人参加
※第20回市民ファミリーバドミントン大会　89人参加
※は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止のため申込者数を
記載。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
※新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、令和2年
度実施の一部大会を中止。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・学習・文化活動
　書道教室・えいごくらぶ・手作り教室・料理教室・体験合宿・学習会等
　（延べ実施回数　267回　延べ参加人数　2,482人）
　体育・スポーツ・レクレーション活動
・親子レクリエーション・スポーツクラブ・お楽しみ会・体験シリ
  ーズ・おもしろパーティー等
　（延べ実施回数　36回　延べ参加人数　591人）

今までの成果を活かしなが
ら更に事業参加者の増加を
目指す。

評価 Ｂ

様々な事業で異年齢の子ども達が協力して活動する
ようになったため。

事業がマンネリ化しないように更に魅力あるものへ
変革していく必要がある。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

河原青少年センター 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

学習・文化活動
えいごであそぼ、工作教室、お茶教室、音楽教室、体験学習等
実施回数　98回　参加者数1,196人
体育・スポーツ・レクリエーション活動
ダンス教室、アウトドア教室、カメレオンパニック等
実施回数　13回　参加者数640人

現状の事業展開を維持し、
実施方法の見直しなど改善
点があれば、改善に努めて
いく予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

青少年センター事業の充実

・学習・文化活動
・体育・スポーツ・レクリエーション活動

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

　青少年が、自ら学び自ら考えるなどの「生きる力」を育み、健
全育成を図ることを目的に、体験活動、文化・スポーツ活動、地
域の大人とのふれあいなど各種事業を実施。
　・各種実施事業・地域との交流事業　44回、参加者1,580人
　・こどもクラブ　年間 103回、参加者1,829人

令和2年夏頃を目途に旧大久
保幼稚園跡地に移転し、引
き続き実施予定。

評価 Ｂ

現状のセンターの施設内容・設備等のハード面を
考慮すると、概ね効果的に実施できたため。

いわゆる青少年全般に関する支援事業や施策の充実
の必要がある。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

青少年センター事業の充実

・各種教室、催し物、こどもクラブ、地域との交流活動事業

大久保青少年センター 小学生・中学生

評価 Ｂ

指導員の指導・助言などにより、子どもたちが各種
事業を通じて自主的に活動に取り組む姿勢が見られ
るようになるなどの成果があったため。

事業実施にあたっては、今後も保護者の協力を求め
ていくなど、より一層の協力体制を築いていかなけ
ればならない。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・児童書購入冊数：1,235冊
・児童書貸出冊数：121,800冊(団体貸出等含む）
・団体貸出　　　：15団体、4,835冊
・児童書の展示　：20回
・児童・保護者向け読書推進事業：14回、896人
・ふれあい教室連携事業　本の整理体験、図書館見学、おはなし会　45人
・おはなし会　　：19回、425人、おはなしのへや：12回、153人
・図書館見学　　： 9校、650人、・職場体験学習　： 5校、10人

令和元年度に引き続き児童
生徒の読書活動を推進する
ため、蔵書や読書環境の充
実を図る。また、図書館に
親しみ読書の楽しさや学ぶ
喜びを知ることができる取
り組みを進める予定。

評価 Ｂ

読書活動の推進に加え、新たに基礎学力の向上を図
る取り組みや不登校児童生徒の読書活動を支援する
取り組みを実施することができたため。

「新しい生活様式」に対応した図書館サービスを提
供するため、従来の企画事業や館内の閲覧席のレイ
アウト等について見直しが必要である。

・資料提供事業
・団体貸出
・児童・青少年向け図書展示
・読書推進事業

・不登校児童生徒読書活動支援事業
・おはなし会
・図書館見学（小学生）
・職場体験学習の受け入れ（中学生）

中央図書館 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

図書館事業の充実

評価 Ｂ

令和元年度は従来からの事業の充実を図るとともに、児
童書絵本コーナーに、子育て関連の図書と親子を対象と
するイベントのチラシやフリーペーパーを配架した本
棚”いくじーずブックス”を開設し、新たな子育て支援
の取り組みを行ったため。

3月以降新型コロナウイルスの影響により、おはな
し会等の事業が実施できない状況が続いており、子
どもが本に触れる機会づくりについて検討が必要。

東宇治図書館 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・児童書購入冊数：297冊　児童書貸出冊数：50,649冊
・児童書の展示　：12回
・児童向け読書推進事業：6回開催  233人
・おはなし会　  ：11回　123人
・赤ちゃんおはなし会0･1･2：5回　149人
・出張おはなし会： 5回　189人
・おはなしのへや：9回　71人
・職場体験学習　： 2校　4人
・図書館見学　　： 1校1園　176人

令和元年度に引き続き子ど
もの読書活動を推進するた
め、児童書の展示やおはな
し会を積極的に実施してい
く。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

図書館事業の充実

・資料提供事業
・児童図書展示
・読書推進事業

・おはなし会
・図書館見学（幼稚園児・小学生）

・職場体験学習の受け入れ（中学生）
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

図書館事業の充実

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

生涯学習センター事業の充実

・夏休み子ども★わくわくフェア
・おやこっこらんど
・わくわくどきどきおもしろ理科実験教室

・児童書購入冊数：261冊、児童書貸出冊数：52,170冊
・児童書の展示　：9回
・児童向け読書推進事業：5回、340人
・おはなし会　　：10回、 55人
・おはなしのへや：11回、 72人
・出張おはなし会： 3回、 69人
・図書館見学　　： 5校、335人
・職場体験学習　： 4校、　8人

令和元年度に引き続き児童書
及び子どもの読書環境の充実
を図ると伴に、図書館に親し
み、本と出会い、読書の楽し
さを知ることができる機会と
なる事業を実施していく予
定。

評価 Ｂ

毎年人気の夏休みイベントの工作教室を第1弾、第2
弾と行うことで、多数の子どもとその保護者が図書
館に親しみ、読書を推進する機会となったため。

新型コロナの時代において、子どもの読書環境を整
え、本に親しむ機会を作るための新たな方策を検討
する必要がある。

・資料提供事業
・児童図書展示
・読書推進事業

・おはなし会
・図書館見学（小学生）
・職場体験学習の受け入れ（中学生）

西宇治図書館 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

乳幼児から小学生、その保護者にむけて多くの事業
を開催することができたため。

小学校の行事開催日と重ならないよう、日程につい
ては毎年確認していく必要がある。

生涯学習センター 0歳～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・夏休みの小学生を対象に、子どもたちが学び、遊び、手作りの楽し
　さを体験し、出展者・参加者の世代を超えた交流を目的として夏休み
　子ども★わくわくフェアを2日間開催。
　出展者は計26コーナー（26団体）、参加者は2,135人。
・乳幼児とその保護者を対象に遊び場や遊びを提供する中で、成長し
　新しい発見をする場としておやこっこらんどを開催。
　全11回。参加人数は延べ609人。
・小学生を対象にわくわくどきどきおもしろ理科実験教室を開催。
　全5回。参加人数は延べ61人。

わくわくどきどきおもしろ
理科実験教室は令和元年度
で終了。他の事業は令和元
年度と同様に引き続き実施
予定。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価

平成29年度で事業が終了したため評価なし。

生涯学習課 0歳～高校生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・夏休み子ども自主活動室開放事業　　7/20～8/16の期間。
　参加人数延べ123人。
・夏休み親子木工教室　　講座の回数：2講、参加組数延べ39組。
・子どもの遊び場事業　　開催日数：18日、開催講座数
　（延べ）：28講座、参加人数延べ417人。
・人形劇フェスティバル　　年1回。参加人数300人。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

公民館事業の充実

【中央公民館】
・夏休み子ども自主活動室開放事業
・夏休み親子木工教室

・子どもの遊び場事業
・人形劇フェスティバル

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

評価 Ｂ

公民館サークルや地域住民の協力で、様々な体験活
動ができ、子どもの成長を助け、大人が教える喜び
を感じる機会となったため。

公民館サークル等の協力団体の活動を生かしなが
ら、子どもの成長を助けるため、事業の円滑な運営
をし、効果的な広報を実施する必要がある。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

公民館事業の充実

【宇治公民館】
・夏休み子ども木工教室
・夏休み子ども理科教室

・子育て広場
・子どもの居場所づくり支援事業

生涯学習課 0歳～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

平成29年度で事業終了。

宇治公民館は平成29年度末
で閉館したため、他の教育
施設での講座に振り替えて
いく。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

生涯学習課 幼児～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・夏休みはなまる工作教室　　年1回。参加人数21人。
・チョコクッキーづくり　　年1回。参加人数24人。
・チャレンジ・やってみよう事業　　年2回土曜日に実施。
　参加人数延べ32人。
・親と子のちょっとおしゃれな木幡倶楽部　年4回。参加人数延べ95人。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

公民館事業の充実

【木幡公民館】
・夏休みはなまる工作教室
・チョコクッキーづくり

・チャレンジ・やってみよう事業
・親と子のちょっとおしゃれな木幡倶楽部

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

青少年センターや図書館等の充実

公民館事業の充実

【小倉公民館】
・おぐらクッキングクラブ
・夏休みふれあい広場
・子ども教室

評価 Ｂ

サークルの協力で、親同士、子ども同士の交流が図
れたため。

引き続き定期的に開催をするとともに、効果的な広
報を検討する必要がある。

生涯学習課 幼児～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・おぐらクッキングクラブ　　全5回土曜日に実施。参加人数延べ
　78人。
・夏休みふれあい広場　　年1回。参加人数73人。
・子ども教室
　年4回土曜日に実施。参加人数延べ151人。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

サークルや地域の人の協力を得て、学校や家庭で経
験できない様々な体験を通して心豊かな人間性を育
む機会を提供できたため。

引き続き定期的に開催をするとともに、効果的な広
報を検討する必要がある。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・子ども茶道教室　　全8回。登録15人、延べ73人参加。
・夏休み親子木工教室　年1回。参加人数11組。
・子ども教室　　科学の教室。全4回。
　参加人数延べ93人。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

人と人との交わりの大切さなどを学ぶよい機会と
なった。また子どもの探求心に繋がる「発見の喜
び」を提供する機会となったため。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

中学・高校生の保育体験を市内保育所等にて実施。

令和元年度実績　　　8/5～8/7　14名参加

実施場所を地域子育て支援
拠点に変更し実施予定。

評価

市内各施設において、様々な事業を実施している中
で、他とどのように差別化を図っていくかについて
検討が必要である。

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

青少年センターや図書館等の充実

公民館事業の充実

【広野公民館】
・子ども茶道教室
・夏休み親子木工教室
・子ども教室

生涯学習課 小学生～中学生

Ｂ

中高生に保育体験をしてもらうことにより、生命の
大切さを知り、将来へ役立ててもらう機会にできた
ため。

事業実施にあたっては関係団体の負担にならないよ
う、参加側と受入側の調整を行いながら開催時期等
の検討が必要である。

・中学生・高校生を対象とした保育体験

こども福祉課 中学生～高校生

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子どものまちづくりへの参加の促進

子どもが参加・企画する取り組みへの支援
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

子どものまちづくりへの参加の促進

子どもが参加・企画する取り組みへの支援

・児童福祉週間の標語の募集と紹介

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

子どものまちづくりへの参加の促進

ポスターや標語等の募集

青少年団体への呼び掛けにより、塔の島から天ケ瀬ダムを中心
に、クリーン宇治運動を実施。
・令和元年11月24日15団体250人が参加。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
令和元年度も多くの団体・参加者を得たため。

参加団体が固定化しているため、新たな参加者層に
向けた取り組みが課題である。

・青少年によるクリーン宇治運動

生涯学習課 小学生～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・令和2年度児童福祉週間の標語募集を市ホームページにて掲載。
　　募集期間　令和元年9月1日～10月20日

・令和元年度児童福祉週間の標語を市ホームページ及び宇治子育
　て情報誌にて紹介。
　　　令和元年度児童福祉週間　令和元年5月5日～5月11日

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

児童福祉週間の標語の募集と紹介を市ホームページ
や宇治子育て情報誌で行うことができたが、今後も
引き続き、より効果的な周知・紹介などの検討が必
要であるため。

国の児童福祉週間における取り組みのほか、より効
果的な取り組みなどの検討が必要である。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ⑤

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ⑤

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

市内で行われる事業の情報を生涯学習という切り口で市民に提供
し、新たな学習活動のきっかけとなることを目的として、情報紙
を年4回、各2,500部発行。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

市民グループ・個人が市民のページに記事を掲載す
ることで、日頃の活動の紹介や広報として活用して
いるため。

市民の編集委員が減少傾向にあるので、募集してい
く必要がある。

・生涯学習情報ＵＪＩの発行

生涯学習センター 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

学びや遊びの情報提供の充実

学びや遊びについての情報提供

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

学びや遊びの情報提供の充実

生涯学習関連施設における事業の情報提供

・生涯学習情報ＵＪＩの発行
・うじ市民活動サポート事業

評価 Ｂ

市民グループ・個人が市民のページに記事を掲載す
ることで、日頃の活動の紹介や広報として活用して
いるため。

より多くの市民に見てもらえるようにする必要があ
る。

生涯学習センター 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・市内で行われる事業の情報を生涯学習という切り口で市民に提供し、
　新たな学習活動のきっかけとなることを目的として、生涯学習情報
　ＵＪＩを年4回、各2,500部発行。
・宇治市内で生涯学習活動を行っているグループ・個人を対象に、生涯
　学習センターが事業開催の会場や広報のサポートを行う。元年度は6
　団体を採択。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ３

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ⑤

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・市内で行われる事業の情報を生涯学習という切り口で市民に提供し、
　新たな学習活動のきっかけとなることを目的として、生涯学習情報
　ＵＪＩを年4回、各2,500部発行。
・宇治市内で生涯学習活動を行っているグループ・個人を対象に、生涯
　学習センターが事業開催の会場や広報のサポートを行う。元年度は6
　団体を採択。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

まちじゅうが学びと遊びの機会づくり

学びや遊びの情報提供の充実

地域での活動や団体活動の広報への支援

・生涯学習情報ＵＪＩの発行
・うじ市民活動サポート事業

こども福祉課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援基幹センターにてサークル育成・支援を実施。
  令和元年度実績　おもちゃ等備品貸出  31回
　　　　　　　　　保育士・保健師派遣　 6回
　　              サークル登録数　　　 8（平成30年度　12）
　　　　　　　　　サークル代表者交流会開催　1回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

子育てサークルの育成・支援の推進

子育てサークルの育成

・地域子育て支援センターでのサークル支援事業

評価 Ｂ

市民グループ・個人が市民のページに記事を掲載す
ることで、日頃の活動の紹介や広報として活用して
いるため。

より多くの市民に見てもらえるようにする必要があ
る。

生涯学習センター 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ａ

計画に基づく取り組みを実施し、子育てサークル育
成に努めたため。

子育てサークルのニーズ把握・分析を行いながら、
より効果的な市民活動等による子育て支援の取り組
みが必要である。
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ

サークル交流会を実施し、子育てサークルのネット
ワーク化に努めたため

子育てサークルのニーズ把握・分析を行いながら、
より効果的な市民活動等による子育て支援の取り組
みが必要である。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

こども福祉課 妊婦～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援基幹センターにてサークル育成・支援を実施。
  令和元年度実績　おもちゃ等備品貸出  31回
　　　　　　　　　保育士・保健師派遣　 6回
　　              サークル登録数　　　 8（平成30年度　12）
　　　　　　　　　サークル代表者交流会開催　1回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

子育てサークルの育成・支援の推進

子育てサークルのネットワーク化

・地域子育て支援センターでのサークル支援事業

地域子育て支援拠点を中心とした親子の集いなどの充実

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの
支援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育
て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

親同士が交流できる機会づくり

親子の交流の場づくりの促進
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

・地域子育て支援拠点事業
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

親子の交流の場づくりの促進

仲間づくりの機会の充実と周知啓発

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

入所していない子と親等に保育所等を開放し、入所児童との交流
を通じて、育児についての相談や助言を行う機会を設けた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で特色ある取り組みができているため。

事業参加者の増加等に向け、さらなる取り組みを検
討する必要がある。

園庭開放など幼稚園、保育所、認定こども園による支援事業

・園庭開放等、子育て世帯への支援

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

親子の交流の場づくりの促進

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの
支援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育
て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

・地域子育て支援拠点は引き続き
　市民ニーズの把握、分析に努め、
　機能の充実について検討する。
・地域子育て拠点の全中学校区への
　整備が完了したため、補完的な役
　割を果たしてきた地域子育てひろ
　ば事業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

未就園児行事の中で、あわせて園庭開放を一部実施した。
行事外の実施については、
引き続き検討していく予
定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

親子の交流の場づくりの促進

園庭開放など幼稚園、保育所、認定こども園による支援事業

・公立幼稚園での園庭開放の検討

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

サークル代表者交流会を年1回開催し、おもちゃ等備品貸出や保育
士・保健師派遣等の子育てサークルへの支援についての広報・周
知を実施。

令和元年度実績　開催日　令和元年10月29日
　　　　　　　　サークル登録数　　8（平成30年度　12）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

サークル交流会を実施し、子育てサークルのネット
ワーク化に努めたため。

子育てサークルのニーズ把握・分析を行いながら、
より効果的な市民活動等による子育て支援の取り組
みが必要である。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

親同士が交流できる機会づくり

市民活動のネットワーク化の促進

市民活動のネットワーク化と組織の設立

・サークル代表者交流会

こども福祉課 0歳～就学前

評価 Ｂ

未就園児行事の定着に伴い、あわせて実施している
園庭開放についても実施が定着してきたため。

一般的な園庭開放の実施に向けては、安全面や管理
体制などについて、課題があり検討が必要である。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

学校教育課
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

男女共同参画、子育て支援、観光など市民交流のための複合施設
として多くの利用を図るため、機械設備総合管理業務、清掃業
務、駐車場料金精算システム保守業務を委託するなど施設の適正
管理に努めた。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

概ね効果的に実施できているため。

施設の老朽化による故障については利用に支障がな
いよう、迅速な対応に努める必要がある。

・ゆめりあうじ施設一般開放

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

市民活動のネットワーク化の促進

身近な地域での活動拠点の確保

・新たな地域子育て支援拠点の開設検討

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

地域子育て支援拠点の整備

新たな地域子育て支援拠点の整備

地域子育て支援拠点を開設するとともに、地域子育てひろばへの
支援を実施し、令和元年度は西宇治中学校区域に新たな地域子育
て支援拠点を開設した。
　　令和元年度実績　地域子育て支援拠点　10か所
　　　　　　　　　　地域子育てひろば　　 3か所

地域子育て拠点の全中学校
区への整備が完了したた
め、補完的な役割を果たし
てきた地域子育てひろば事
業は廃止する。

評価 Ａ

西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

市民ニーズの把握と分析に努め、拠点機能の充実な
どを検討していく必要がある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ａ

計画に基づき会議を開催するとともに、すべての拠
点の担当者が参加して開催できたため。

拠点同士の情報共有、意見交換等をさらに活発化す
るとともに、拠点の利用者のニーズ等の把握につい
てさらに取り組むことが必要である。

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

宇治市地域子育て支援拠点事業実務担当者会議を隔月1回実施し、
各地域子育て支援拠点での情報共有、意見交換等を実施。

　令和元年度実績　開催日　隔月第2火曜日
　　　　　　　　　場所　　宇治市地域子育て支援基幹センター

地域子育て支援基幹セン
ターにて、研修的要素を加
えるなど内容を充実させな
がら開催予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

地域子育て支援拠点の整備

地域子育て支援拠点の充実

・地域子育て支援拠点事業実務担当者会議

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

次年度以降実施内容

平成27年度より、市役所1階市民交流ロビーにおいて、子ども・子
育て支援新制度における利用者支援事業として、子育て支援総合
コーディネーターによる子育て支援全般に関する相談を実施する
「来庁者子育て支援コーナー」を開設。

　令和元年度相談実績　1,514件　（平成30年度：1,508件）

令和元年度に引き続き来庁
者子育て支援コーナーを開
設予定。

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

地域子育て支援拠点の整備

子育て支援総合コーディネーターの配置

・来庁者子育て支援コーナーへの配置

評価 Ａ

宇治市子ども・子育て支援事業計画における確保方
策に基づき、市内1か所の利用者支援事業として実
施したため。

今後、計画に基づく事業実施について、地域子育て
支援拠点での実施などそのあり方について検討が必
要である。

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績
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基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ３

施策の方向性 （５）

取り組み内容 ④

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

評価 Ｂ

・計画に基づいた事業を実施し、子育て支援者及び地
　域子育てひろばへの支援を進めているため。
・西宇治中学校区域において新たな地域子育て支援拠
　点を開設したことにより、目標としてきた全中学校
　区に1か所ずつの拠点整備が完了したため。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めつつ、引
き続き市内の子育て支援関係団体等を対象に実施す
る子育て支援者研修会の充実を行う必要がある。

・子育て支援者研修会
・地域子育てひろばへの支援

こども福祉課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

親同士が交流できる機会づくり

地域子育て支援拠点の整備

子育て支援者への支援

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

宇治市地域子育て支援拠点事業実務担当者会議を隔月1回実施し、
各地域子育て支援拠点での情報共有、意見交換等を実施。

　令和元年度実績　開催日　隔月第2火曜日
　　　　　　　　　場所　　宇治市地域子育て支援基幹センター

地域子育て支援基幹セン
ターにて、研修的要素を加
えるなど内容を充実させな
がら開催予定。

評価 Ｂ

計画に基づき会議を開催しているが、他機関との連
携をさらに推進する必要があるため。

拠点同士の情報共有等のみではなく、拠点の利用者
のニーズ等に応じて、他機関との連携をさらに図っ
ていくことが必要である。

・市内の子育て支援関係団体等を対象に実施する子育て支援者
　研修会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止。
・地域住民が運営し、市が補助金を出す地域子育てひろばを民生
　児童委員の協力も得ながら市内3か所で開設。

・子育て支援者研修会は、令
　和元年度と同様に引き続き
　実施予定。
・地域子育て拠点の全中学校
　区への整備が完了したた
　め、補完的な役割を果たし
　てきた地域子育てひろば事
　業は廃止する。

親同士が交流できる機会づくり

地域子育て支援拠点の整備

地域子育て支援拠点と他機関との連携

・地域子育て支援拠点事業実務担当者会議

こども福祉課 0歳～就学前

地域で子育て支援ができる環境づくりの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

「仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進」



基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

延長保育事業の充実

・延長保育促進基盤整備事業

保育支援課 0歳～就学前

11時間を超えて、開所している民間保育所等に対して人件費などに
対する補助を実施。また子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、
一日当たりの利用時間が8時間までの保育短時間認定の子どもが8時
間以上の保育を利用する場合の人数に応じて補助を実施。

国の補助メニューを活用
し、延長保育のニーズに合
わせた補助を行っていく。

評価 Ｂ

国の補助メニューを活用し、延長保育のニーズに合
わせた補助を行い、保育ニーズの多様化に対応でき
たため。

夜間保育についての検討が必要である。

・民間保育所等施設整備
・小規模保育事業等の拡充

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

低年齢児保育の充実

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

乳児を対象とした家庭的保育事業を6か所定員30人で実施。平成30
年4月から家庭的保育事業からの移行及び既存施設の定員見直しに
より、乳児を対象とした小規模保育事業を2か所定員12名分拡充
し、計6か所定員87人で実施している。

乳児の保育ニーズに対応す
るため、引き続き現行の定
員で事業を継続する。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ａ

認可保育所・認定こども園の入所保留者に対して、
保育サービスの提供を行うことができた。

認可保育所・認定こども園の入所保留者に対する丁
寧な情報提供に努め、利用の促進を図る必要があ
る。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

休日保育の実施を検討している民間事業者と協議を行った。
他市の事例などを参考に検
討を行う。

評価 Ｅ
協議を行ったが、実施には至っていないため。

実施に向けての課題整理が必要である。

休日保育事業の実施

・休日保育事業実施に向けての調査・研究

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立保育所には加配職員を配置し、民間保育所（園）・認定こども
園では加配職員分の人件費の補助を実施。
結果として、公立保育所で58人、民間保育所（園）・認定こども園
で101人、合計159人の児童を受け入れ、保育を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

障害児保育事業の充実

・障害児特別保育事業

評価 Ｂ
各園で障害児を受け入れ、保育実施ができたため。

対応が必要な児童は増加傾向にあり、引き続き受け
入れ体制の強化に努める必要がある。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

一時預かり事業の充実

・一時預かり事業

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ
順次拡大し、民間19園中15園で実施できたため。

利用人員については減少傾向にあり、今後の動向を
見極める必要がある。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度は合計15園での実施。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

病気回復期等で集団保育が困難であり、保護者の勤務の都合等によ
り家庭での保育が困難な児童に対して保育と看護を行う事業を実
施。平成8年9月から宇治病院、平成14年11月から浅妻医院、平成27
年7月から宇治徳洲会病院の3カ所で実施。

　令和元年度実績　延べ利用人数　1,418人

令和2年度3月末をもって、
宇治病院が事業を終了。他
の2施設については、引き続
き実施。

評価 Ａ

計画に基づき事業を実施できており、計画の数値目
標を達成しているため。

共働き家庭からのニーズの高い事業であるため、さ
らなる利用人数増加に向けて広報等を実施するとと
もに事業実施可能な事業者探すなどを行う。

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

病児・病後児保育事業の推進

・乳幼児健康支援一時預かり事業

こども福祉課 0歳～小学生
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度は合計10園での実施。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

病児・病後児保育事業の推進

・病児保育事業

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

子育て短期支援事業（ショートステイ）の充実

評価 Ｂ
順次拡大し、民間19園中10園で実施できたため。

看護師等の確保が困難となっており、事業実施の障
害となっている。

保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上または環境上の
理由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難に
なった場合に、宿泊を伴う保育を実施。
桃山学園（伏見区）・京都大和の家（精華町）の2施設で実施。
　令和元年度実績　延べ利用人数　15人/日

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

計画に基づき事業を実施しているが、計画の数値目
標に達していないため。

セーフティネットとしての機能と役割がある事業で
あり、年度によって利用の増減があるが、必要な子
育て家庭が利用しやすいよう、制度のさらなる広
報・周知が必要である。

・こどもショートステイ事業

こども福祉課 0歳～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 妊婦～小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ファミリー・サポート・センター事業を継続して実施することによ
り、地域における育児の相互援助活動を推進した。

令和元年度実績　利用件数　1,514件（平成30年度　1,449件）

民間のノウハウを活用する
ことによるサービス向上等
を目的に委託予定（令和2年
10月以降）

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

ファミリー・サポート・センター事業の充実

・ファミリー・サポート・センター

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

幼稚園預かり保育事業の実施

・預かり保育の試行実施

評価 Ｂ

子ども・子育て支援新制度の施行に合わせて、対象年齢
を拡大するなどの取り組みを行ったが、計画の数値目標
に達しておらず、引き続き利用促進に向けた取り組みが
必要であるため。

さらなる利用促進に向けて、多様化するニーズ等に
対応する取り組みの検討が必要。

評価 Ａ

就学前教育の充実と子どもの成長・発達や子育てを
支援することができたため。

預かり保育の他の公立幼稚園での実施に向け、試行
状況ならびに園の体制等の検討が必要。

学校教育課・教育総務課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

平成30年4月から神明幼稚園・木幡幼稚園で預かり保育を試行実施
した。

試行の状況を見ながら、他
の公立幼稚園への拡充を検
討。

－125－



基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、子ども・子育て支援法施
行規則の中で、新たに保育を必要とする要件に位置付けられる以前
より、求職活動や育休中であることを要件に保育の実施を行ってき
た。現在、施行規則で定める要件以外に、別居親族の看護・介護な
どを認めている。

国・他自治体の動向や保護
者等の要望も踏まえ、多様
な保育を必要とする要件に
ついて検討し、適切に対応
する。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

柔軟な保育施設の運営

保育要件の弾力化の検討

・多様な保育を必要とする要件への対応

評価 Ｂ

保護者の多様な保育を必要とする要件に対応できた
ため。

保育を必要とする要件の確認が困難な場合がある。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

多様な保育サービスの提供

幼稚園預かり保育事業の実施

・3年保育の試行実施

教育総務課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

平成31年4月から東宇治幼稚園で3年保育を試行実施した。
試行実施の状況を見なが
ら、他の公立幼稚園への拡
充を検討。

評価 Ａ

就学前教育の充実と子どもの成長・発達や子育てを
支援することができたため。

3年保育の他の公立幼稚園での実施に向け、試行状
況ならびに園の体制等の検討が必要。
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育ての両立のための基盤整備

柔軟な保育施設の運営

効率的な保育施設運営の推進

・民間活力の活用に向けての調査・研究

保育支援課 0歳～就学前

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

柔軟な保育施設の運営

多様な形態による保育施設の運営の検討

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

例年、国・京都府の補助金等を活用し、民間保育所等において、定
員増を伴う施設整備に補助を実施。子ども・子育て支援事業計画に
よる保育ニーズの見直しの結果、市全域では需要を供給が上回る見
込みとなったため、施設整備に対する補助は実施していない。

これまでの施設整備の成果
により、平成30年4月以降、
各施設の認可定員の合計が
保育所等の入所児童数を上
回り、供給が需要を上回る
結果となり、引き続き動向
を注視する。

評価 Ｂ

市全域では、需要を上回る供給体制を整えることが
できたため。

引き続き、年齢や地域ごとの保育ニーズの偏在によ
る待機児童対策に取り組む必要がある。

令和元年度に京都府からの依頼を受けて、保育所の認定こども園へ
の移行に関する意向調査を実施し、事業者と市との協議、京都府に
よる事前協議を経て、認定こども園の認可申請を行い、令和2年4月
より、1園が保育所から幼保連携型認定こども園となった。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

認定こども園への移行に関する意向調査の実施や、
移行に向けた協議の実施ができたため。

市内全体では1号認定児の量の見込みを確保方策が
上回っている状況だが、個別の認定こども園では定
員を超える1号認定児のニーズが生じているケース
があり、30年度に複数の施設で定員変更を行ったも
のの、引き続き個別の認定こども園の1号認定児定
員の設定が課題である。

・保育所の認定こども園への移行等に関する意向調査及び調整

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・幼稚園の認定こども園への移行等に関する意向調査及び調整

教育総務課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

柔軟な保育施設の運営

多様な形態による保育施設の運営の検討

柔軟な保育施設の運営

施設の整備

・公立保育所施設の維持管理及び整備
・民間保育所等施設の整備に対する補助

京都府からの依頼に基づき、市内私立幼稚園9園への意向調査を実
施。調査等を行った結果、現時点においては認定こども園には移行
せず幼稚園での運営を継続することとなった。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

計画の基本目標と施策の方向性に基づいた具体的施
策が、十分に効果的に実施できているため。

私立幼稚園が認定こども園へ移行する意向がある場
合は関係各所との協議が必要である。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

評価 Ｂ

市全域では、需要を上回る供給体制を整えることが
できたため。

引き続き、年齢や地域ごとの保育ニーズの偏在によ
る待機児童対策に取り組む必要がある。

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

例年、国・京都府の補助金等を活用し、民間保育所等において、定
員増を伴う施設整備に補助を実施。子ども・子育て支援事業計画に
よる保育ニーズの見直しの結果、市全域では需要を供給が上回る見
込みとなったため、施設整備に対する補助は実施していない。

これまでの施設整備の成果
により、平成30年4月以降、
各施設の認可定員の合計が
保育所等の入所児童数を上
回り、供給が需要を上回る
結果となり、引き続き動向
を注視する。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

第三者機関による評価の実施を促し、実施のあった1施設につい
て、公定価格の第三者評価受審加算による負担金の支出を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

柔軟な保育施設の運営

保育施設評価の実施

・評価手法の検討

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

育成学級の充実

評価 Ｂ

保育の質の確保を図ることを目的として、定期的な
第三者評価の受審を促進することにより、民間施設
については国が求める5年に1回の受審できているた
め。

公立保育所については、今年度以降順次受審予定。

令和元年度は、指導員の体制の充実を図り、過去最大である2,065
名の児童の入級を受け入れ、待機児童の減少に努めた。

育成学級入級児童数の増加
に伴う施設整備、指導員体
制について検討。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

小学校児童数は減少しているが、育成学級入級児童
数は増加しており、地域性や学校敷地等の施設整備
への課題もある。

・育成学級運営費

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

学校現場と育成学級との連携

・学校現場と育成学級との意見や情報交換による連携

評価 Ｂ
概ね計画どおりに研修が実施できたため。

研修テーマや内容が固定化しつつあることから、
テーマの選定等について検討が必要である。

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

個々の児童の個性や状況に応じた適切な指導ができるように、学級
運営の課題や状況に合わせた研修テーマを設定し、必要な研修を実
施。

研修計画に基づく各種研修
を実施し、指導員の資質向
上に努める。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

指導員の資質向上

・育成学級指導員を対象とした研修

障害等の程度や状況がそれぞれ異なることから、サ
ポートのあり方について困難性が高い。

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

障害のある児童を含めた配慮を要する児童のサポートにおいて、特
別支援学級等との意見交換や情報共有により連携を図った。

保護者や子どもが安心して
育成学級を利用できるよう
に、引き続き学校現場との
連携を図る。

評価 Ｂ

特別支援学級在籍児童等のサポートにおいて、学校
現場との連携を図ったため。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

学校管理課 小学生

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

小学校における大規模工事や各種設備点検等の情報共有に努めると
ともに、育成学級の入級児童数等の情報を共有することで、日常の
安全確保・円滑な事業運営について調整を実施。
また、小学校児童数の推計等の情報共有を図り、必要な施設整備や
改修について協議・調整を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

学校現場と育成学級との連携

・育成学級運営に関する協議・調整

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

就学前教育（保育）施設等との連携

・育成学級と就学前教育（保育）施設等の情報共有等による連携

こども福祉課 小学生

評価 Ｂ
概ね円滑に協議・調整が図れたため。

入級児童数の増加に伴う育成学級施設の整備につい
ては、学校運営を前提に今後も協議調整が必要であ
る。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

就学前教育（保育）施設等に在籍していた配慮を要する児童が新一
年生として育成学級へ入級する場合など、入級後も障害等の程度や
状況に応じた適正なサポートが行えるように、情報共有等による連
携を図った。

育成学級と就学前教育（保
育）施設等との情報共有等
による連携を図る。

評価 Ｃ

入級対象が小学生であることから、就学前教育（保
育）施設との直接的な連携が十分に図られていない
ため。

小学校に在籍中の配慮を要する児童のうち、育成学
級に入級する児童に限った情報共有を行い、個別に
連携を図る必要がある。
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

就学前教育（保育）施設等との連携

・保育所等と育成学級の情報共有等による連携

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ
条件はあるものの、一定連携できているため。

個人情報の取り扱いもあるため、完全な情報共有は
困難。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

保育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育所・認定こども園から小学校へは保育士（保育教諭）と教師間
の面談と、教育・保育要録の引き渡しなどの接続・連携を図ってお
り、保護者同意のもと、小学校と育成学級との連携を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立幼稚園では小中学校との情報共有のため、「移行支援シート」
を作成し、就学先や関係する支援機関と情報共有している。育成学
級にも必要があれば情報が提供できるよう努めている。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

提供依頼があった際には、移行支援シート等による
情報の提供に努めているため。

移行支援シートを効果的に活用するために、関係機
関との連携をさらに検討する必要がある。

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

就学前教育（保育）施設等との連携

・公立幼稚園と育成学級の情報共有等による連携

学校教育課 小学生
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・多様な形態による放課後児童健全育成事業のあり方検討

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

多様な形態によるサービス提供の検討

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

放課後子ども総合プランの推進

・育成学級運営

平成28年度に創設した宇治市放課後児童健全育成事業費補助金の交
付を継続して行い、社会福祉法人の参画による事業の多様化を図っ
た。

多様な形態による放課後児
童健全育成事業のあり方に
ついて引き続き検討する。

評価 Ｂ

放課後児童健全育成事業にかかる補助金を創設し、
社会福祉法人の参画による事業の多様化を図ったた
め。

市の学童保育のあり方を含めた検討が必要である。

評価 Ｂ
市内20小学校で育成学級を開設・運営したため。

教育・福祉担当課と一層の連携を図りながら、放課
後児童対策の推進に向けた具体的な協議が必要であ
る。

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

市内20小学校で育成学級を開設・運営している。小学校児童数は減
少しているが、育成学級児童数は増加しており、指導員体制の充実
により入級児童数の増加を図り、過去最大である2,065名の児童の
入級を受け入れた。

教育・福祉関係各課との連
携を図り、放課後児童対策
の整備と子どもの安全な居
場所づくりに努める。
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基本目標 ４

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

・放課後子ども教室支援事業

教育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と子育ての両立のための基盤整備

総合的な放課後児童対策

放課後子ども総合プランの推進

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

雇用者・企業への啓発と情報提供

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。

評価 Ｂ

活動を充実、継続していくための人材が不足してい
るため。

さらなる地域人材の発掘、育成が必要である。

労政ニュース第150号、第151号、第152号、第153号において、ワー
ク・ライフ・バランスやくるみんについて、また、育児・介護休業
制度の普及に関する記事を掲載し、啓発に努めた。

ワーク・ライフ・バランス
等についての関連記事を労
政ニュースに掲載する。

評価 Ｂ

当初予定していた掲載予定回数を達成することがで
きたため。

より効果的な啓発手段について検討が必要である。

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の啓発

産業振興課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

労政ニュース等に事業所に向けたワーク・ライフ・バランスに関す
る記事を掲載し、宇治商工会議所を通じて、イベントやセミナーに
ついての情報提供を実施。また、令和元年度は宇治商工会議所と共
催でセミナーを開催した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

雇用者・企業への啓発と情報提供

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の広報・啓発、
　学習機会の提供

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

働き方の見直しに向けた取り組み

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の啓発

産業振興課 妊婦～18歳未満

評価 Ｂ

概ね効果的に実施できているため。

啓発手段について検討が必要である。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

労政ニュース第150号、第151号、第152号、第153号において、ワー
ク・ライフ・バランスやくるみんについて、また、育児・介護休業
制度の普及に関する記事を掲載し、啓発に努めた。

令和元年度に引き続きワー
ク・ライフ・バランス等に
ついての関連記事を労政
ニュースに掲載する。

評価 Ｂ

当初予定していた掲載予定回数を達成することがで
きたため。

より効果的な啓発手段について検討が必要である。
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の広報・啓発、
　学習機会の提供

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の啓発

次年度以降実施内容

内閣府作成の啓発資料やセミナーの案内のパンフレットを窓口配布
をするとともに、令和元年度は宇治子育て情報誌に掲載し啓発を
行った。

宇治子育て情報誌での啓発
等効果的な取り組みについ
て実施予定。

今後も継続的に啓発が実施できるよう検討する必要
がある。

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

ワーク・ライフ・バランスの啓発

厚生労働省委託事業のセミナーの案内のパンフレットを窓口で配布
するとともに、平成30年度からは宇治子育て情報誌に掲載し啓発を
引き続き行った。

情報誌「リズム」や宇治子
育て情報誌での啓発等効果
的な取り組みについて継続
的に実施する予定。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

今後も継続的に啓発が実施できるような手段を検討
する必要がある。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

ワーク・ライフ・バランスの啓発

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績

評価 Ｂ

ワーク・ライフ・バランスの啓発について窓口や宇
治子育て情報誌を通じて実施することができたた
め。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

育児休業制度等の普及・啓発

育児休業資金融資の利用がなく、保証料・利子補給の実施はなかっ
た。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｃ

制度は継続しているものの、融資制度の利用者がい
なかったため。

融資制度者の増加に向けて、京都府及び市による更
なる制度の周知が必要である。

・京都府労働者生活資金特別融資保証料利子補給金
　（うち育児休業資金融資に係る保証料及び利子補給）

産業振興課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

啓発手段について検討が必要である。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

育児休業制度等の普及・啓発

・育児・介護休業制度の普及・啓発

評価

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

労政ニュース等に育児・介護休業制度等の普及・啓発記事を掲載。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度と同様に引き続
き広報・啓発を実施すると
ともに宇治子育て情報誌に
掲載するなど実施促進に向
けてより効果的な方法を検
討する。

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

男性職員のための育児参加ハンドブックを活用し、育児休業制度等
について広く周知を行い、育児休業を取得しやすい環境づくり等に
努めた。

育児パパセミナーの計画的
実施及び男性職員のための
育児参加ハンドブックを活
用し、育児休業を取得しや
すい雰囲気づくりに努め
る。

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

特定事業主行動計画の進行管理

・宇治市次世代育成支援特定事業主行動計画の進行管理及びその周知

人事課 妊婦～18歳未満

評価 Ｂ

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

一般事業主行動計画の実施促進

・一般事業主行動計画の実施促進

評価 Ｂ

宇治市次世代育成支援特定事業主行動計画の目標達
成に向けて、制度周知や意識改革に努めているた
め。

男性職員の育児休業取得率については、目標を達成
したが、継続して達成するためには、引き続いての
取り組みが必要である。

新たな取り組みとして宇治子育て情報誌への記事を
掲載し、周知を行ったため。

宇治子育て情報誌を活用した広報・啓発も含めて、
より効果的な取り組みについて検討が必要である。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

厚生労働省・都道府県労働局作成啓発パンフレット「一般事業主行
動計画を策定し、くるみん認定・プラチナくるみん認定を目指しま
しょう!!!」をこども福祉課窓口にて配布を行い、広報・啓発を実
施。
また、2019年度版より宇治子育て情報誌に「くるみん認定・プラチ
ナくるみん認定」の記事を掲載し、周知を行った。
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

商工会議所、ハローワーク等との連携

・「ハローワーク宇治　マザーズコーナー」について、宇治子育て
　情報誌に掲載し、広報・周知を実施。
・ハローワーク宇治において、ファミリー・サポート・センター
　援助会員の募集チラシの配架を依頼。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

宇治子育て情報誌への掲載やハローワーク宇治との
連携により一定の啓発等を実施しているため。

宇治子育て情報誌への掲載方法や様々な関係機関等
の連携などを活用した広報・啓発も含めて、より効
果的な取り組みについて検討が必要である。

・関係機関等への周知・啓発

妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組みの推進

商工会議所、ハローワーク等との連携

・商工会議所やハローワーク等から送付される各種案内の市役所の
　関係窓口への配布

産業振興課

毎日、ハローワークからの求人情報をロビー掲示板に掲示した。ま
た、関係機関からの各種案内については、課の窓口に配架して周知
を図った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

ロビーでの求人情報等の掲示は来庁者の目につきや
すく、効果的な周知ができたため。

各種案内の量に対して配架スペースが極端に少ない
ため、配架方法について検討する必要がある。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

子育て家庭への就労支援の促進

事業所内保育施設整備の促進

・事業所内保育施設等の整備促進

女性の起業、就職、再就職、キャリアアップ、地域活動への参加な
どの実践的活動を支援と学習機会の提供や情報交換の場の提供を実
施。
・ここからチャレンジ相談　　　　　　　　　　 　111人
・女性のためのエンパワーメント支援セミナー　　  21人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

ニーズに合わせた効率的な運営と広報に努める必要
がある。

・ここからチャレンジ相談
・女性のためのエンパワーメント支援セミナー

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

子育て家庭への就労支援の促進

就業・再就職に向けた支援

事業所内保育事業の類似事業である企業主導型保育事業について、
事業者からの相談を受け、市の現状についての説明等を行った。

企業主導型保育事業の動向
について、引き続き注視す
る予定。

評価 Ｂ

事業者からの相談に対して、適切な情報提供ができ
たため。

企業主導型保育事業においては、多様な事業者が運
営主体となり得るため、保育の質の確保が課題であ
る。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

－140－



基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

年度当初の計画どおり、補助を実施することができ
たため。

各種講座の受講者を増やすため、周知を徹底する。

・城南地域職業訓練協会に対する補助

産業振興課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

子育て家庭への就労支援の促進

技能取得などへの支援

男女共同参画に関する用語の理解や固定的性別役割分担意識の解消に向け
た効果的な広報・啓発に努めた。
・情報誌「リズム」　各2,000部（年4回発行）
・市政だより　24回掲載
・男女共同参画週間UJIのつどい講演会 64人
・UJIあさぎりフェスティバル　1,000人
・各種セミナー　450人
・中学生向け啓発冊子の配布　2,000部
・労政ニュース　2回掲載

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

固定的な性別役割分担意識の解消の推進

男女共同参画の啓発

・情報誌「リズム」の発行　　　　・各種セミナー
・市政だよりによる広報・啓発　　・中学生向け啓発冊子の配布
・男女共同参画週間UJIのつどい　 ・「労政ニュース」
・UJIあさぎりフェスティバル

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

効果的な広報・啓発に努める必要がある。

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

就業あるいは再就職を希望する人に対して、技能取得に向けた情報
提供や訓練を行っている城南地域職業訓練協会に対して、補助金を
交付した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ
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基本目標 ４

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ③

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度同様に引き続き
実施予定。

仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

固定的な性別役割分担意識の解消の推進

家庭における相互協力と役割の啓発

・情報誌「リズム」の発行
・中学生向け啓発冊子の配布
・中学生の職場体験

評価 Ｂ
概ね効果的に実施できているため。

効果的な広報・啓発に努める必要がある。

男女共同参画課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

男女共同参画に関する用語の理解や固定的性別役割分担意識の解消
に向けた効果的な広報・啓発に努めた。
・情報誌「リズム」　　　　各2,000部（年4回発行）
・中学生向け冊子の配布　　　2,000部
・中学生の職場体験　　　　　　　2校

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート
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基本目標 ５

「配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取組の推進」



基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

こども福祉課 妊婦～18歳未満

要保護児童対策地域協議会代表者会議を年2回及び要保護児童対策
地域協議会調整会議を年6回開催したほか、児童相談所と市関係課
の実務者による支援内容の検討会議を年5回実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

児童相談所と市関係課の実務者による支援内容の検
討会議を実施したが、情報共有及び連携をさらに強
化していく必要があるため。

関係機関等との情報共有及び連携をさらに強化し、
養育などへの支援が必要な家庭への対応による児童
虐待の未然防止の取り組みを進める必要がある。

専門相談員による「こども家庭相談」、来庁者子育て支援コーナー
及び地域子育て支援拠点における子育て相談を実施。

令和元年度実績　こども家庭相談　　　　　　　 1,160件
　　　　　　　　地域子育て支援拠点10か所　　 1,644件
　　　　　　　　来庁者子育て支援コーナー　　 1,514件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

評価 Ｂ

来庁者子育て支援コーナーなど様々なところで相談
を実施し、さらに子育て家庭の相談ニーズに応える
ことができたため。

相談後のフォローのあり方や周知・啓発の方法につ
いてさらに検討が必要である。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための体制の強化

虐待防止のためのネットワークの強化

・宇治市要保護児童対策地域協議会における
　関係機関等との情報共有及び連携

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための体制の強化

虐待防止のための相談等

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・こども家庭相談
・来庁者子育て支援コーナー
・地域子育て支援拠点における子育て相談
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基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

児童相談所等との連携強化

・宇治市要保護児童対策地域協議会における
　関係機関等との情報共有及び連携

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための体制の強化

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

児童相談所と市関係課の実務者による支援内容の検
討会議を実施したが、情報共有及び連携をさらに強
化していく必要があるため。

関係機関等との情報共有及び連携をさらに強化し、
養育などへの支援が必要な家庭への対応による児童
虐待の未然防止の取り組みを進める必要がある。

妊婦やその夫を対象に、妊娠、出産または育児に対する指導・助言
を実施。
○妊婦面談件数：1,222件
○ハイリスク妊婦訪問　訪問件数：50件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

虐待防止のための体制の強化

妊娠期からの相談体制の充実

要保護児童対策地域協議会代表者会議を年2回及び要保護児童対策
地域協議会調整会議を年6回開催したほか、児童相談所と市関係課
の実務者による支援内容の検討会議を年5回実施。

評価 Ｂ

妊婦面談にて地区担当保健師を紹介し、妊娠期から
相談できることなどを説明できた。ハイリスク妊婦
に対し、妊娠期等への保健指導を実施したため。

対象者の継続的な把握に努める必要がある。

・妊婦面談事業
・妊娠・産後支援事業

保健推進課 妊婦

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・来庁者子育て支援コーナー

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための体制の強化

妊娠期からの相談体制の充実

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための体制の強化

里親制度の普及

・市政だより・ホームページ・チラシ等での周知・啓発

市役所1階市民交流ロビーにおいて、子育て支援全般に関する相談
を実施する「来庁者子育て支援コーナー」を開設している。

　令和元年度実績　1,514件（相談）（平成30年度：1,508件）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

宇治市子ども・子育て支援事業計画における確保方
策に基づき、市内1か所の利用者支援事業として実
施したため。

今後、計画に基づく事業実施について、地域子育て
支援拠点での実施などそのあり方について検討が必
要である。

評価 Ｂ

府主催の出張里親相談会を実施するとともに、ポス
ター、チラシの配架や宇治子育て情報誌にて周知・
啓発を実施したため。

府内における里親数は全国的に少ない状況であり、
市政だよりや市ホームページなどを活用し、さらな
る周知・啓発が必要である。

こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

里親制度に関するポスター、チラシをこども福祉課、地域子育て支
援基幹センター、来庁者子育て支援コーナーに配架するとともに、
宇治子育て情報誌に掲載して周知・啓発を実施。
また、令和元年度は府主催の出張里親相談会を市役所1階市民交流
ロビーにて毎月1回実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （１）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・市民も参加できる児童虐待防止セミナーを開催。
　令和元年11月12日　　104名参加
・11月の児童虐待防止推進月間において、市長も参加した街頭啓発
　や啓発展示等を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための啓発の強化

早期発見のための市民や地域団体への啓発

・「児童虐待初期対応ハンドブック」の活用
・児童虐待防止に係る研修会
・街頭啓発や啓発展示等の実施

児童虐待への対応の充実

虐待防止のための啓発の強化

関係機関への対応方法の周知

・「児童虐待初期対応ハンドブック」の活用

こども福祉課 妊婦～18歳未満

評価 Ｂ

概ね計画どおりに実施できているが、増加する児童
虐待の対応件数をふまえ、継続した取り組みが必要
となるため。

児童虐待の対応件数が増加していることをふまえ、
引き続き、関係機関と連携した啓発等に取り組むこ
とが必要である。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

「児童虐待初期対応ハンドブック」を活用し、児童虐待防止につい
ての講座を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

概ね計画どおりに実施できているが、増加する児童
虐待の対応件数をふまえ、継続した取り組みが必要
となるため。

児童虐待の対応件数が増加していることをふまえ、
引き続き、関係機関と連携した啓発等に取り組むこ
とが必要である。
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基本目標 ５

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

母子・父子自立支援員を週3日配置し、ひとり親家庭が抱える就労
や生活等に関する相談に応じた。28年度から児童扶養手当の現況届
の提出時期である8月は週4.5日配置し、相談しやすい体制とした。
母子・父子自立支援員による相談件数：174件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

ひとり親家庭への支援の充実

ひとり親家庭の相談等の充実

ひとり親家庭の自立に向けた相談等の充実

・ひとり親家庭自立支援事業

評価 Ａ

事業を通じて、新規会員を確保することができ、組
織の充実強化がなされたため。また、参加した既存
会員の福祉の増進と、相互援助意識の向上にも効果
があったため。

担い手の高齢化が課題。事業の実施にあたり、安定
した運営ができるよう引き続き情報提供や活動支援
に取り組む。

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

母子寡婦団体が実施する事業の情報提供や活動助成を通じて、会員
相互の援助意識を向上させ、また会員の福祉の増進と組織の充実強
化を図ることができた。
いきいきふれあい事業参加者数：84人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

ひとり親家庭への支援の充実

ひとり親家庭の相談等の充実

ひとり親家庭の仲間づくり支援

・ひとり親家庭福祉対策事業

評価 Ｂ

母子・父子自立支援員が相談や制度の案内を行い、
ひとり親家庭の自立に向けた支援ができたため。

さらに周知が必要。また、支援員の配置が週3日と少な
く、支援の枠が充分とは言い難い。配置日数を増やし、
より相談しやすい環境を整える必要がある。

こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

－147－



基本目標 ５

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （２）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

年金医療課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ひとり親家庭の児童及びその親等に対し、健康の保持と福祉の向上
を図るため、疾病に係る医療保険法各法による医療費のうち本人負
担分を支給し、経済的負担の軽減を図った。
ひとり親家庭児　　　　2,298人
ひとり親家庭児の親　　1,522人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

ひとり親家庭への支援の充実

ひとり親家庭への経済的支援の充実

ひとり親家庭の医療費負担の軽減

・福祉医療費支給事業

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

ひとり親家庭への支援の充実

ひとり親家庭への経済的支援の充実

ひとり親家庭の自立に向けた経済的援助

・児童扶養手当支給事業
・ひとり親家庭福祉対策事業
・ひとり親家庭自立支援給付事業

評価 Ａ
順調に運営できているため。

特になし。

評価 Ａ

ひとり親家庭の就業の促進、生活の安定と自立を支
援したため。自立支援給付事業については、利用者
のうち令和元年度に資格取得したものは、全員がそ
の資格を活かして就職予定。

令和元年度の制度改正により、さらに充実した制度
となったため、今後一層の制度周知を図りたい。

こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

ひとり親家庭の経済的な自立と生活の安定に向け、児童扶養手当の
支給、生活資金の貸付、就職に有利な資格の取得を支援する自立支
援給付金を支給。自立支援給付金については、支給期間や支給額等
を拡大して実施した。
児童扶養手当受給資格者数：1,613人
高等職業訓練促進給付金：16,640,000円
（訓練促進給付金15件、修了支援給付金4件）
自立支援教育訓練給付金：176,688円（4件）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

障害児通所給付費の実績（延べ人数）
・児童発達支援：2,838人
・医療型児童発達支援：85人
・放課後等デイサービス：6,680人
・保育所等訪問支援：169人　　居宅訪問型児童発達：18人
・障害児相談支援：1,995人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
順調に利用実績が伸びているため。

障害児相談支援のさらなる充実。

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

障害児通所支援等の提供

・障害児通所給付

障害福祉課 0歳～18歳未満

保健推進課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

心身に障害のある子どもや、発達支援が必要と思われる子どもに対
して、発達に応じた適正な療育指導を行うため、保健・福祉・教
育・医療の関係者が集まって意見交換を実施しネットワーク化を図
る。
開催数：1回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

早期療育ネットワークの推進

・早期療育ネットワーク会議

評価 Ｂ

療育に関わる関係機関とのネットワーク形成によ
り、情報共有と業務連携を図ることができたため。

発達支援が必要な子の的確な状況把握や今後の見通
し、府・関係機関との連携、支援体制等についての
継続した検討が必要である。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

療育事業の充実

・心身障害児通園事業

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

発達障害支援のため、事業者が運営する通園施設へ
補助金交付を適切に執行したため。

発達支援が必要な子は増加傾向であり、各施設の状
況等を考慮しながら決定していく必要がある。

保健推進課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

障害児通園（児童デイサービス）事業について補助金を交付した。
令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

心身障害児と父母が参加する、施設見学や自然体験等の事業に補助
を行い、心身障害児が集団の中で、社会のルールや人間関係の構築
を学ぶ機会を提供。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

療育事業の充実

・心身障害児福祉事業補助金

評価 Ｂ

学校外における集団での遊びや学習を支援できたた
め。

発達段階の違う子ども達の、それぞれの支援方法の
検討が必要である。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

障害児医療の充実

・障害者歯科治療事業

健康生きがい課 概ね3歳～18歳未満

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

障害児医療の充実

・自立支援医療（育成医療）

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

歯科サービスセンターにおいて、京都府宇治久世歯科医師会及び
（公社）京都府歯科衛生士会の協力を得て、歯科治療等を実施。
診療日数：50日　受診者数：318人

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

適切に事業実施し、障害者の健康保持・増進を図る
ことができたため。

市民ニーズを把握し、対応していく必要がある。

評価 Ａ

障害者総合支援法に基づき適正に医療費を支給し、
障害児の身体障害を除去及び軽減することができた
ため。

特になし。

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

身体に障害のある18歳未満の児童に対して、生活の能力を得るため
に必要な医療費の一部を支給。
件数：27件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

年金医療課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

一定の障害のある重度心身障害者と療育手帳B所持者(所得・年齢制
限あり)に対して、健康の保持と福祉の向上を図るため、疾病に係
る医療保険法各法による医療費のうち本人負担分を支給し、経済的
負担の軽減を図った。
重度障害者     1,738人
療育手帳Bのみ    189人
　（福祉医療費支給事業の対象者（障害）75歳未満）

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

障害児医療の充実

・福祉医療費支給事業

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

補装具費給付事業の充実

・障害者補装具費支給事業
・障害者等日常生活用具給付等事業

評価 Ｂ
順調に運営できているため。

助成状況の把握、分析に努める。

評価 Ｂ
概ね実施できたため。

引き続き給付品目と基準額の検討を行い、補装具の
給付・修理の充実を図る必要がある。

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

（障害者等日常生活用具給付等事業）
児童　　398件
（障害者補装具費支給事業）
児童　　131件

日常生活用具については今
年度同様に実施、補装具に
ついては障害のある児童を
対象とした給付の充実に努
める。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

学校教育課 小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

京都府特別支援教育充実事業対象校以外の市立小学校17校、中学校
7校にいきいき学級支援員を配置し、通常の学級で特別な教育的支
援が必要な児童・生徒への支援を行った。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

特別支援教育の推進

・いきいき学級支援員の配置

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

施設、設備面での対応

・公立保育所施設の維持管理及び整備
・民間保育所等施設の整備に対する補助
・障害児特別保育事業

保育支援課 0歳～就学前

評価 Ｂ

いきいき学級支援員の配置により、障害のある児童
等への支援を行うことができたため。

障害のある児童等への支援が増加傾向にあるため、
支援員の拡充が求めらている。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

公立保育所の施設整備の際に、京都府福祉のまちづくり条例に基づ
いたバリアフリーの設計に配慮するとともに、民間保育所（園）・
認定こども園に対しては障害児の保育にかかる設備の購入費用とし
て活用可能な障害児保育事業補助金を交付。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｃ

障害者保育事業補助金は加配職員の人件費の財源と
なっており、障害児保育にかかる設備整備には至ら
なかったため。

支援が必要となる児童の受け入れに際して、施設整
備の必要性を的確に判断するとともに、国への障害
児保育事業への充当財源の拡充を要望するなど、財
源の確保に努める必要がある。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

施設、設備面での対応

・幼稚園・小・中学校施設の維持管理及び整備

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ｂ

施設面で多目的トイレのスペースが確保できない学
校については、車イスにも対応した可能な限り広い
ブースをトイレ内に整備しているため。

今後も、状況に応じた、バリアフリー化等の検討が
必要。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

学校管理課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

京都府福祉のまちづくり条例に基づいたバリアフリーの設計に配慮
するとともに、トイレ改修等の際に、多目的トイレ等の整備や、配
慮が必要な児童にあわせて階段昇降機の設置をするなどの整備を実
施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保健推進課からの療育勧奨によって児童発達支援の利用を開始。
件数：90件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
概ね円滑に療育につながっているため。

支援を必要とする児童が増加傾向にあるため、受け
入れ体制の充実に努める必要がある。

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

成長に応じた総合的な支援

・障害児通所給付

障害福祉課 0歳～18歳未満

－154－



基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・特別支援教育推進委員会
　専門家チームによる巡回相談
・就学指導委員会における学校、療育機関、庁内各課との連携

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制の構築
　を図るとともに、精神科医や臨床心理士等で構成する専門家チー
　ムによる巡回相談を行い、教育的支援への助言を行った。
・発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニー
　ズに応じ適切な教育的支援を継続して行うため、「宇治市スタ
　ンダード」様式を作成し活用した。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

成長に応じた総合的な支援

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

成長に応じた総合的な支援

評価 Ｂ

巡回相談の実施や「宇治市スタンダード」の活用な
どにより、障害のある児童等への支援を促進するこ
とができたため。

障害のある児童等への支援について、さらに細かな
配慮が求められている。

心身に障害のある子どもや、発達支援が必要と思われる子どもに対
して、発達に応じた適正な療育指導を行うため、保健・福祉・教
育・医療の関係者が集まって意見交換を実施しネットワーク化を図
る。
開催数：1回

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

療育に関わる関係機関とのネットワーク形成によ
り、情報共有と業務連携を図ることができたため。

発達支援が必要な子の的確な状況把握や今後の見通
し、府・関係機関との連携、支援体制等についての
継続した検討が必要である。

・早期療育ネットワーク会議

保健推進課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・障害児通所給付

障害福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等への支援の促進

相談支援の充実

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等の保育・放課後対策等の推進

障害のある児童等の保育内容の充実

・障害児相談支援の普及率：99.9％（前年99.8％）
（障害児相談支援支給決定者数/全障害児通所給付費支給
　決定者数）
・知的障害者相談員の相談件数：5件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ

セルフプランの導入で普及率は大きく改善したが、
現在も障害児相談支援の普及率が100％ではないた
め。

放課後等デイサービス利用者の障害児相談支援の普
及率は伸びているが、セルフプランの占める割合を
減少させることに努める必要がある。

保育支援課に障害児保育指導員を設置して、各保育所・認定こども
園に障害児保育に係る指導・助言を実施。
併せて、公立保育所には加配職員を配置し、民間保育所（園）・認
定こども園では加配職員分の人件費の補助を実施。
結果として、公立保育所で58人、民間保育所（園）・認定こども園
で101人、合計159人の児童を受け入れ、保育を実施。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
各園で障害児を受け入れ、保育実施ができたため。

対応が必要な児童は増加傾向にあり、引き続き受け
入れ体制の強化に努める必要がある。

・障害児保育指導員の設置
・障害児特別保育事業

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

－156－



基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

・育成学級運営

こども福祉課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等の保育・放課後対策等の推進

交流活動の促進

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

障害のある児童等への施策の充実

障害のある児童等の保育・放課後対策等の推進

交流活動の促進   

・放課後子ども教室支援事業

育成学級において障害のある児童を含めた配慮を要する児童のサ
ポートに努め、子ども同士の交流を図った。

引き続き障害のある児童を
含めた配慮を要する児童の
サポートに努め、子ども同
士の交流を図る。

評価 Ｂ

特別支援学級に在籍する入級児童について、可能な
限り多くの児童と交流を深めているため。

障害の程度や状況を考慮しながら、多くの児童が交
流できる機会の提供を図る必要がある。

評価 Ｂ

障害のある児童に対して配慮ある対応をしているた
め。

今後人数が増えたときの対応が課題である。

教育支援課 小学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・北槇島小学校において概ね月1～2回程度（計23回）開催。
（参加人数延べ1,229人）
・笠取第二小学校において計199回開催。
（参加人数延べ1,420人）
・平盛小学校において計142回開催。
（参加人数延べ1,623人）

令和元年度と同様に引き続
き実施するとともに、新た
な教室開設を検討する。
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基本目標 ５

施策の方向性 （３）

取り組み内容 ②

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

障害のある児童を含めた配慮を要する児童について、保護者や小学
校との連携を図り、サポートに努めた。

引き続き保護者や小学校と
の連携を図りながら、サ
ポートに努める。

評価 Ｃ

保護者や小学校との連携により配慮を要する児童へ
のサポートを行ったため。

児童によって障害等の程度や状況がそれぞれ異なる
一方で、育成学級は異学年による集団生活の場とな
ることから、サポートのあり方について困難性が高
い。

障害のある児童等の保育・放課後対策等の推進

障害のある児童等の放課後対策の充実

・育成学級運営

こども福祉課 小学生

・生活困窮者自立支援事業
（自立相談支援・住居確保給付金支給・就労準備支援・一時生活支援・子ど
もの学習支援事業）

生活支援課 妊婦～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

相談窓口の充実

相談延べ人数553人、連携先：庁内関係各課53件、社会福祉協議会
13件、地域包括支援センター1件、ハローワーク9件、その他38件
合計114件

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ｂ
おおむね適正かつ効果的に実施できたため。

学習支援事業のより効果的な実施のために、支援対
象者への働きかけや、学校との連携をより深めてい
く必要がある。
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基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

子育て家庭に対する手当の充実への取り組み

ひとり親家庭等に対し、子育て・生活支援・就業支援、養育費の確
保や税制上の措置を含む経済的支援など総合的な対策の推進を図る
よう国に要望。また、京都府には、母子家庭と父子家庭の区別をな
くし、ひとり親家庭の福祉の向上を図るため、母子家庭奨学金を父
子家庭にも拡大するよう要望。

令和元年度と同様に引き続
き実施予定。

評価 Ａ

国や京都府に対して、ひとり親家庭への支援策の推
進を要望したため。

国や京都府の動向に留意する必要がある。

・国や京都府への要望

こども福祉課 0歳～18歳未満

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

保育支援課 0歳～就学前

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

・宇治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に
　関する規則第7条の規定に基づき、保育料の減免を実施。
・京都府第3子以降保育料無償化事業費補助金を活用し、18歳
　未満の子どもが3人以上いて、保育料の階層がC3以下の世帯の
　第3子以降の保育料の無償化・副食費の減免を実施。

国・府施策と整合性を図り
ながら、引き続き実施予
定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

保育料負担の軽減【再掲】

・保育料減免
・多子世帯支援事業

評価 Ａ

必要な減免を実施し、子育て家庭の経済的負担の軽
減を図れたため。

国・府の減免制度が複雑なため、保護者に分かりや
すく周知する必要がある。
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基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

保育料負担の軽減【再掲】

・保育料減免
・多子世帯支援事業

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

評価 Ａ
必要な施策について、問題なく実施できたため。

特になし。

学校教育課 幼稚園児

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

幼稚園に通う園児の保護者の経済的負担を軽減し、安心して子ども
を産み育てられる環境づくりを推進するため、小学校3年生までと
している幼稚園保育料に係る多子計算の年齢制限を拡大し、第3子
以降の保育料無償化を実施。
なお、令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化により、本事業
は終了した。

令和元年10月からの幼児教
育・保育の無償化により、
本事業は終了した。

　令和元年10月より、満3～5歳の幼稚園就園児の保育料が無償化（上限25,700円/
月）。
　就園する私立幼稚園等に保育料分として給付し、保育の必要性があると本市か
ら認定を受けた保護者に対して、公立及び私立幼稚園の預かり保育料を給付する
（上限11,300円/月）。
　また、年収約360万円未満相当世帯や小学生3年生以下の第3子以降の子どもの副
食材料費を補助する。

保育料・入園費分　　　　　　246,703千円
預かり保育事業利用料　　　　  5,159千円
副食材料費補助　　　　　　　　4,823千円

子育て世代の経済的負担の
軽減のため、国制度に基づ
いて、引き続き実施予定。

評価 Ａ
保護者負担の軽減を図ることができたため。

特になし。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取組の推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

保育料負担の軽減【再掲】

・幼児教育保育の無償化

学校教育課
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基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

基本目標 ５

施策の方向性 （４）

取り組み内容 ①

具体的施策

事業内容

担当課 事業対象年齢

評価
理由

課題

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

令和元年度 宇治市子ども・子育て支援事業計画 具体的施策評価シート

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

勉学意欲がありながら経済的な理由により修学が困難な者に対し、
4月と10月に奨学資金の貸与申し込みを受け付けた。
令和元年度貸与額：1,080,000円（貸与者数3人）

制度の在り方について検討
中。

評価 Ｂ

無利子で奨学資金を貸与し、勉学意欲があるが経済
的に修学が困難な家庭を支援することができたた
め。

高校生については、利用者がかなり低迷しており、
その要因や他の奨学金制度の把握・分析に努め今後
の在り方について検討する必要がある。

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

教育費負担の軽減【再掲】

・宇治市奨学資金貸与

こども福祉課 高校生

評価 Ａ
必要な施策を適正に執行できたため。

特になし。

学校管理課・学校教育課 幼稚園児・小学生・中学生

令和元年度成果・実績 次年度以降実施内容

経済的な理由で就学が困難な児童・生徒の保護者に対し、就学援助
費及び就学奨励費を支給。また、令和元年10月の幼児教育・保育の
無償化まで、私立幼稚園に就園する園児の保護者に対し、就園助成
費補助金を交付。

補助単価の変更等、国の動
向を注視しながら、今後も
引き続き実施予定。

配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取り組みの推進

生活困窮家庭（子どもの貧困）への支援

経済的困難を抱える家庭への支援

教育費負担の軽減【再掲】

・小・中学校就学援助
・小・中学校特別支援教育就学奨励
・私立幼稚園就園助成
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